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は じ め に 

 

 高岡市では、平成 29 年２月に「高岡市男女平等

推進プラン（第２次）」を策定し、「男女が一緒にな

って活躍できる社会」を目指して男女平等・共同参

画の推進に取り組んできました。 

このたび、高岡市男女平等推進プラン（第２次）

の前期事業計画期間（平成 29 年度～令和３年度）

の終了に伴い、事業計画を見直し、令和４年度から

令和８年度を計画期間とする「高岡市男女平等推進

プラン（第２次）後期事業計画」を策定いたしまし

た。 

後期事業計画は、社会情勢の変化、国、県の動き、

前期計画期間の取り組み状況、男女平等・共同参画に関する市民意識実態調査の結果等

を踏まえ、高岡市男女平等推進市民委員会でのご審議を経て策定したものです。本プラ

ンでは、「施策・方針の決定過程の場での女性登用の促進」「仕事と生活の調和」「地域

活動での男女共同参画の推進」「全ての人が活躍できる社会の構築」に重点を置いて施

策に取り組むこととしています。 

 本市では、「豊かな自然と歴史・文化につつまれ 人と人がつながる 市民創造都市 

高岡」をまちの将来像として掲げ、これまで築き、磨き上げてきた都市の強み、まちの

魅力を最大限に活かすべく、「ひと」をまちづくりの主役と捉え、市民をはじめ高岡に

関わるすべての「ひとの力」で持続可能で進化し続けるまちを目指します。 

 引き続き、本プランに基づき施策を着実に進め、性別にかかわりなく、一人ひとりが

持つ個性と能力を十分に発揮し、自らの意思によってあらゆる分野に参画し、喜びも責

任も分かち合う男女平等・共同参画社会の実現に努めてまいります。市民の皆様には、

一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、本プランの策定にあたり、ご尽力いただきました高岡市男女平等推進市民委

員会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見・ご提言をいただきました多くの市民の皆様

並びに関係の方々に心より感謝申し上げます。 

 

令和４年３月 

高岡市長              
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第１章 後期事業計画の概要 

 

１ 後期事業計画策定の趣旨 

 高岡市では、男女平等・共同参画社会の実現に向け、平成 19 年度に「高岡市男女

平等推進プラン（計画期間：平成 19 年度～平成 28 年度）」を策定しました。また、

平成 28 年度に「高岡市男女平等推進プラン（第２次）」（計画期間：平成 29 年度～令

和８年度）」を策定し、「男女が一緒になって活躍できる社会」を目指して男女共同参

画の実現と推進に取り組んできました。 

高岡市男女平等推進プラン（第２次）では、事業計画について、平成 29 年度から

令和３年度までの５年間を前期計画期間とし、前期計画終了時（令和３年度）におい

て、これまでの成果、課題等を踏まえ、次の５年間（令和４年度から令和８年度）を

後期計画期間と位置付け、新たな事業計画を策定することとしています。 

 今日的な社会経済情勢の変化や国の第５次男女共同参画計画、富山県民男女共同参

画計画（第４次）、男女平等推進センター相談室における相談状況、本市が実施した

「男女平等・共同参画に関する市民意識実態調査」などから得られた市民ニーズに対

応し、高岡市総合計画とも整合性を図りながら、重点的に取り組むべき事業を明らか

にするため、後期事業計画を策定するものです。 

 

２ 後期事業計画の基本的な考え方 

現行のプランでは、「男女が一緒になって活躍できる社会」を目指して、４つの基本

目標、11 の重点課題、24 の施策の方向から取り組むこととしています。 

プランの計画期間は、平成 29 年度～令和８年度としていることから、基本目標、

重点課題及び施策の方向を継承し、事業計画について見直しを行いました。計画期間

は令和４年度から令和８年度としています。 

 また、令和８年度までに達成を目指す成果指標を新たに設定するとともに、推進状

況を把握するための参考指標を見直しました（成果指標数：16、参考指標数：27）。な

お、基準数値については特段の記載のあるものを除き令和２年度のものとしています。 
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３ 市の取り組み、県の動き、国の動き 

 

(1) 市の取り組み 

 平成 17 年 11 月、旧高岡市と旧福岡町が合併し、新「高岡市」がスタートしました。

以降、本市においては、平成 20 年１月に策定した「高岡市男女平等推進プラン」に

基づき、男女平等・共同参画社会実現のための取り組みを進めてまいりました。 

 同年９月には、「男女平等・共同参画都市宣言」を制定し、市民・事業者等と行政が

一体となって男女平等・共同参画社会の実現を進める姿勢を市の内外に発信しました。 

 平成 24 年２月には、高岡市男女平等推進プランの前期計画期間終了に伴い、事業

計画を見直して「男女平等推進プラン後期事業計画」を策定しました。また、あわせ

て「高岡市ＤＶ対策基本計画」を策定し、暴力を許さない社会の実現に向け、様々な

施策に取り組んできました。 

 平成 24 年４月からは男女平等推進センターに配偶者暴力相談支援センターの機能

を設置することにより、ＤＶ被害者に対する支援の迅速化、強化を図りました。 

 同年９月には仕事と生活の調和の実現に向けて取り組みを住民・地域・事業所に広

めるため、「高岡市ワーク・ライフ・バランス推進指針」と「高岡市ワーク・ライフ・

バランス推進事業所認定制度」を制定しました。 

 また、仕事と子育てを両立しやすい組織風土の醸成を推し進めるため、平成 28 年

４月から市長をはじめ所属長以上の職員が「イクボス宣言」を行い、取り組みを広げ

ています。 

 平成 29 年２月には、これまでの取り組みの成果や課題、社会情勢などを踏まえ「高

岡市男女平等推進プラン」の内容を見直し「高岡市男女平等推進プラン（第２次）」及

び「高岡市ＤＶ対策基本計画（第２次）」を策定し男女平等・共同参画の推進に向けた

施策に取り組んでいます。 

 

(2) 県の動き 

 富山県においては、平成 30 年３月に策定した「富山県民男女共同参画計画（第４

次）」に基づき、男女共同参画の促進のための施策を総合的に進めています。 

 また、令和３年３月には、これまでの法改正や県内のＤＶ被害の現状などを踏まえ

「富山県ＤＶ対策基本計画（第４次）」を策定し、ＤＶの未然防止や被害者支援対策の

充実を図り、暴力のない社会の実現を目指し取り組みを進めています。 
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(3) 国の動き 

 「高岡市男女平等推進プラン（第２次）」を策定した平成 29 年以降、国においては

次のような取り組みが進められました。 

 

○ 第５次男女共同参画基本計画の策定 

  男女共同参画社会基本法に基づき、施策の総合的かつ計画的推進を図るため、令

和２年 12 月 25 日に「第５次男女共同参画基本計画」が策定されました。 

  第５次男女共同参画基本計画の構成等は次のとおりです。 

１．目指すべき社会 

① 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様

性に富んだ、活力ある持続可能な社会 

② 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 

③ 仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した職業生活、その他の社会

生活、家庭生活を送ることができる社会  

④ あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み、ＳＤＧｓで掲

げられている包摂的かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取り組みを

行い、国際社会と協調する社会 

２．施策の基本的方向と具体的な取り組みの構成 

   Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大 

      第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

      第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

      第３分野 地域における男女共同参画の推進 

      第４分野 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

   Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

      第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

第６分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対する支

援と多様性を尊重する環境の整備 

      第７分野 生涯を通じた健康支援 

第８分野 防災・復興、環境問題における男女共同参画の推進 

   Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

      第９分野 男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備 

      第 10 分野 教育･メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進 

      第 11 分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 

   Ⅳ 推進体制の整備・強化 
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３．基本的な視点及び取り組むべき事項 

①  あらゆる分野において男女共同参画・女性活躍の視点を常に確保し施策に

反映する。 

②  指導的地位に占める女性の割合が 2020 年代には 30％程度となるよう取り

組みを進め、2030 年代には、指導的地位にある人々の性別に偏りがないよう

な社会を目指す。 

③  男女共同参画や女性活躍の視点を職場・ 企業のみならず、家庭や地域など

生活の場全体に広げることが重要であり、幼少期から大人までを対象に広報

啓発等に取り組む。  

④  男女が健康な生活を実現し、学び続け活躍し続けられる環境の整備、仕事

と家事・育児・介護を両立できる環境の整備に取り組む。 

⑤  ＡＩ、ＩｏＴ等の科学技術の発展に男女が共に寄与するとともに、その発

展が男女共同参画に資する形で進むよう取り組む。 

⑥  女性に対する暴力をめぐる状況の多様化に対応しつつ、女性に対するあら

ゆる暴力の根絶に向けて取り組みを強化する。 

⑦  多様な困難を抱える女性等に対する支援により、女性が安心して暮らせる

ための環境整備を進める。 

⑧  男女共同参画の視点による防災・復興対策を浸透させる。特に、防災・復興

の政策・意思決定段階や現場レベルでの女性の参画を進める。  

⑨  地域の実情・特性を踏まえた主体的な取り組みが全国各地で展開されるよ

う、地域における様々な主体が連携・協働する推進体制をより一層強化する。  

⑩  ①～⑨の各視点に沿って男女共同参画社会の形成を牽引する人材を育成す

るための教育や研修が重要。 

 

〇ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） ジェンダー平等の実現 

平成 27 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」で記載されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、令和 12 年までに持

続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17 のゴール・169 のターゲットから

構成され、「誰一人取り残さない（leave no one behind）」社会をめざし、国際社

会が一致して取り組みを進めています。 

我が国では、令和 12 年までに国内外においてＳＤＧｓを達成するための中長期

的な国家戦略として、令和元年 12 月に「ＳＤＧｓ実施指針改定 版」が策定され

ました。その中では、８つの優先課題の１番目に「あらゆる人々が活躍する社会・

ジェンダー平等の実現」が位置付けられているほか、ジェンダー平等については、



 

 
~ 6 ~ 

全ての課題への取り組みにおいて主流化する必要のある分野横断的課題として取

り組みを推進していくこととされています。 

 

〇働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の制定 

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働

き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、

雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずることを定めた

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が平成 30 年６月に

制定されました。 

 

○女性活躍推進法の成立と改正 

  平成 27 年８月、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推

進法）が制定されました。女性の活躍促進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画

の策定・公表や、女性の職業選択に資する情報の公表が事業主（国や地方公共団体、

従業員 300 人を超える民間企業等）に義務付けられました。また、令和元年５月の

一部改正により一般事業主行動計画の策定義務の対象事業主の拡充（常時雇用する

労働者が 101～300 人の事業主を新たに義務付け）や事業主（常時雇用する労働者

が 301 人以上）が公表する女性の活躍に関する情報公表の強化等が計られるととも

に、ハラスメントの対策強化が行われました。 

 

〇防災・復興ガイドラインの策定 

東日本大震災をはじめとするこれまでの災害においては、様々な意思決定過程へ

の女性の参画が十分に確保されず、女性と男性のニーズの違いなどが配慮されない

といった課題が生じており、こうした観点から令和２年５月「災害対応力を強化す

る女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～」（内閣府男

女共同参画局）が策定されました。「防災基本計画」「男女共同参画基本計画」「避難

所運営ガイドライン」等において、防災に関する政策・方針決定過程と防災の現場

における女性の参画拡大や、避難所運営における女性の参画推進などが定められて

いることを踏まえ、ガイドラインにおいて地方自治体が女性の視点から災害対応を

進める際に参照できるよう、「平常時の備え」「初動段階」「避難生活」「復旧・復興」

の各段階の取り組むべき事項を示しています。 
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〇政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の成立と改正 

  平成 30 年５月、政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が成立しま

した。基本原則として、男女の候補者の数が出来る限り均等となること等を定め

ており、政党は男女の候補者数の目標設定に努めるものとされています。また、

令和３年６月の一部改正により政党は、候補者の選定方法の改善、候補者となる

にふさわしい人材の育成、セクハラ・マタハラ等への対策等にも自主的に取り組

むよう努めるものとされました。また、国及び地方公共団体はセクハラ・マタハ

ラへの対応をはじめとする環境整備等の施策の強化をすることとされました。 

 

４ 社会状況の変化 

 

人口の推移 

 令和２年の総人口は 16 万 6,393 人（女性 85,911 人、男性 80,482 人 外国籍市民

を含む）となっており、外国人登録者数は 3,340 人です。平成 17 年 11 月の新市誕生

以来、本市の人口は減少を続けており、今後も人口は減少を続けるものと見込まれて

います。 

 また、老年人口の割合は増加し、年少人口と生産年齢人口の割合は低下すると予測

されており、少子化・高齢化の進行が懸念されます。 

 

 高岡市の総人口と総世帯数 

単位：人  

 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 令和７年 

総人口 181,229 176,061 172,125 166,393 161,299 

 

年少人口 

(0～14 歳) 

 23,616 

(13.0%) 

 21,773 

(12.4%) 

 19,223 

(11.4%) 

 17,530 

(10.5％) 

16,144 

(10.0％) 

生産年齢人口 

(15～64 歳) 

114,701 

(63.3%) 

105,985 

(60.5%) 

94,740 

(56.4%) 

 92,125 

(55.4％) 

87,712 

(54.4％) 

老年人口 

(65 歳以上) 

 42,878 

(23.7%) 

 47,565 

(27.1%) 

 53,973 

(32.1%) 

56,738 

(34.1%) 

57,443 

(35.6％) 

総世帯数  60,426  61,992  63,814 65,586 ― 

１世帯当たり 

人員 
3.00 2.84 2.70 2.54 ― 

 ※ 令和７年は推計人口 

出典：国勢調査（H17,22,27,R２年） 

国立社会保障・人口問題研究所平成 30 年推計（R７年） 
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合計特殊出生率の推移 

 未婚化、晩婚化、晩産化の進行により、全国的に合計特殊出生率が低下しています。

全国の合計特殊出生率は昭和 50 年に 2.0 を下回って以降低下傾向にあり、平成 17 年

には過去最低である 1.26 まで落ち込んでいます。その後は微増ではあるものの上昇

に転じており、令和２年は 1.34 となっています。令和２年の富山県の合計特殊出生

率は 1.48 で全国平均を上回る状況です。 

 

  

女性雇用形態別就業者数及び比率の推移 

 富山県                             単位：千人 

 平成 9年度 平成 14 年度 平成 19 年度 平成 24 年度 平成 29 年度 

女性雇用者 224 215 229 227 232 

 
 うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ  64  70  77  83  86 

構成比 28.6％ 32.6％ 33.6％ 36.6％ 37.1％ 

 国                               単位：千人 

 平成 9年度 平成 14 年度 平成 19 年度 平成 24 年度 平成 29 年度 

女性雇用者 21,867 22,531 24,460 25,049 26,672 

 
 うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ  8,254  9,337  9,961 10,744 11,370 

構成比 37.7％ 41.4％ 40.7％ 42.9％ 42.6％ 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」 

女性管理職の割合 

 企業規模が 30 人以上の民間企業における女性管理職の割合は増加していますが、

男性と比較するとまだ大きな差があります。また、職階が上がるにつれて女性比率は

少なくなっています。 

 役職別管理職に占める女性の割合の推移 

 平成 23 年度 平成 25 年度 平成 27 年度 平成 29 年度 令和２年度 

課長相当職以上 6.8％ 6.6％  7.8％  8.9％ 9.7％ 

部長職 4.5％ 3.6％  4.3％  5.4％ 6.2％ 

課長職 5.5％ 6.0％  7.0％  8.6％ 10.1％ 

係長職 11.9％ 12.7％ 13.9％ 14.5％ 17.9％ 

                          資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」 
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男女平等推進センター相談室から見える市民ニーズ 

 男女平等推進センター（配偶者暴力相談支援センター）相談室の相談件数は近年減

少傾向にあります。 

 相談室では、「ＤＶ」、「生き方」、「家庭不和」、「夫婦の問題」に関する相談が多く寄

せらており、ＤＶに関する相談が全体の約６割を占めています。 

  

 男女平等推進センター相談室の受付状況（主訴別、延べ件数） 

 全相談件数 ＤＶ 生き方 家庭不和 夫婦の問題 その他 

平成 29 年度 
3,030 件 1,712 件 

（56.5％） 

409 件 

（13.5％） 

143 件 

（4.7％） 

100 件 

（3.3％） 

666 件 

（22.0％） 

平成 30 年度 
2,648 件 1,607 件 

（60.7％） 

318 件 

（12.0％） 

139 件 

（5.2％） 

147 件 

（5.6％） 

437 件 

（16.5％） 

令和元年度 
2,390 件 1,510 件 

（63.2％） 

241 件 

（10.1％） 

178 件 

（7.4％） 

69 件 

(2.9％) 

392 件 

（16.4％） 

令和２年度 
1,877 件 1,134 件 

（60.4％） 

203 件 

（10.8％） 

214 件 

(11.4％) 

56 件 

（3.0％） 

270 件 

（14.4％） 
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５ 市民への意識実態調査結果 

令和３年７月実施 

調査対象 無作為に抽出した市内に居住する 20 歳以上 79 歳以下 1,300 人 

回答数 468 人   回答率 36.0％ 

 

〇男女の地位の平等感 

男女は平等であるという意識は、「学校教育」の場においては浸透しています。

しかしながら、いずれの項目でも女性より男性が優遇されているという回答の割

合が高くなっています。 

男女別の回答は、「職場」以外の項目で「男性が優遇されている」（男性が非常

に優遇、どちらかといえば男性優遇）と回答した人の割合が男性より女性が高

く、男女の意識の差が特に大きい項目は「家庭生活」「法律・制度」となっていま

す。 

男女の平等感の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回調査（平成 27年度実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.8

15.0

1.9

12.3

4.4

28.0

12.9

22.5

46.1

40.3

12.0

35.9

19.6

39.7

35.1

50.4

24.0

22.4

54.7

24.4

28.6

13.2

25.2

10.8

4.9

5.9

2.4

6.8

8.4

1.6

5.6

2.4

1.5

1.2

0.3

0.7

1.0

0.3

0.6

0.3

5.6

10.5

22.1

14.2

31.0

11.4

14.1

8.1

4.1

4.7

6.7

5.6

7.0

5.8

6.5

5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家庭生活

職場

学校教育

自治会

ＰＴＡ等

政治の場

法律・制度

社会通念

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば男性優遇 男女平等 どちらかといえば女性優遇

女性の方が非常に優遇 わからない 無回答

N=675

10.3 

14.7 

2.8 

13.9 

4.9 

34.8 

11.5 

23.3 

42.5 

42.1 

15.4 

37.8 

23.1 

40.4 

31.4 

54.9 

31.2 

20.3 

45.5 

21.2 

25.9 

7.7 

28.0 

6.8 

5.8 

5.6 

2.6 

5.3 

7.1 

0.9 

4.9 

2.4 

1.5 

1.5 

0.0 

0.2 

1.3 

0.2 

0.6 

0.0 

6.4 

12.2 

29.9 

19.0 

33.5 

13.7 

20.9 

10.5 

2.4 

3.6 

3.8 

2.6 

4.3 

2.4 

2.6 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

学校教育

自治会

PTA等

政治の場

法律・制度

社会通念

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば

男性優遇

男女平等

どちらかといえば

女性優遇

女性の方が非常に優遇 わからない
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3.9 

11.8 

0.5 

12.3 

2.0 

30.5 

6.4 

16.3 

38.4 

45.8 

12.3 

35.0 

18.7 

40.9 

28.6 

56.7 

36.9 

17.7 

47.8 

28.1 

30.0 

11.3 

37.4 

8.9 

7.4 

7.9 

4.4 

6.4 

9.4 

1.5 

6.4 

3.9 

2.0 

3.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.5 

0.5 

0.0 

9.4 

10.8 

31.5 

15.8 

35.5 

13.3 

18.7 

12.3 

2.0 

3.0 

3.4 

2.5 

3.0 

2.0 

2.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

学校教育

自治会

PTA等

政治の場

法律・制度

社会通念

男性

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば

男性優遇

男女平等 どちらかといえば

女性優遇

女性の方が非常に優遇 わからない 無回答

15.4 

17.3 

4.6 

15.4 

7.3 

38.5 

15.8 

29.2 

45.8 

39.6 

18.1 

40.8 

26.9 

40.4 

33.8 

53.5 

26.5 

22.7 

44.6 

15.8 

23.1 

5.0 

21.2 

5.4 

4.6 

3.5 

1.2 

4.6 

5.4 

0.4 

3.8 

1.2 

1.2 

0.4 

0.4 

1.2 

0.8 

4.2 

12.7 

28.1 

20.8 

31.5 

13.8 

22.3 

8.8 

2.3 

3.8 

3.5 

2.3 

4.6 

1.9 

2.3 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

学校教育

自治会

PTA等

政治の場

法律・制度

社会通念

女性

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば

男性優遇

男女平等 どちらかといえば

女性優遇

女性の方が非常に優遇 わからない 無回答
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〇「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方に 

賛成・反対の人の割合      「どちらともいえない」と回答した人の割合 35.9％ 

性別 賛成・どちらかといえば賛成 反対・どちらかといえば反対 

男性 29.1% 

全体 21.8% 

36.9% 

全体 42.3% 

女性 16.2% 47.3% 

その他 50.0% 0.0% 

回答したくない 0.0% 0.0% 

無回答 0.0% 0.0% 

                              

〇「男性も女性も家事や育児に参加するほうがよい」という考え方に 

賛成・反対の人の割合       「どちらともいえない」と回答した人の割合 7.9％ 

性別 賛成・どちらかといえば賛成 反対・どちらかといえば反対 

男性 83.3% 

全体 88.0% 

1.5% 

全体 4.1% 

女性 92.3% 6.9% 

その他 100.0% 0.0% 

回答したくない 100.0% 0.0% 

無回答 0.0% 50.0% 

                              

〇就業・就労の場での男女の平等感 

採用や退職、仕事の分担、研修や訓練は、男女の差がなくなっています。一方で

昇給や昇格、管理職に就くことについては平等感が低い傾向にあります。 

男女それぞれの回答では、「男女に差がなく育児休業制度が整備・活用されてい

る」については、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」が男性は 53.7％、

女性 64.2％でその差が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.0 

10.9 

10.5 

21.2 

6.2 

12.8 

6.8 

9.2 

31.0 

35.3 

18.2 

32.9 

13.9 

43.8 

25.6 

16.0 

19.4 

17.1 

21.8 

14.1 

24.4 

12.2 

25.6 

18.8 

15.4 

21.4 

28.6 

13.2 

35.0 

9.0 

19.2 

27.8 

15.6 

12.2 

17.9 

15.0 

16.5 

19.0 

19.0 

24.1 

2.6 

3.2 

3.0 

3.6 

4.1 

3.2 

3.6 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用や退職に男女の差がなくなっている

仕事の分担は、男女関係なく個人の適性に応じた形に

なっている

男女が同じように昇給・昇格している

男女が同じように研修や訓練を受けている

男女に差がなく育児休業制度が整備・活用されている

女性は自分自身の責任が重くなるのを敬遠している

女性も管理職に就いて、積極的に関わっている

男女に差がなく介護休暇制度が整備・活用されている

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない 無回答
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20.7 

10.8 

10.3 

19.7 

6.9 

12.8 

5.4 

11.8 

31.0 

39.4 

19.2 

39.9 

17.7 

43.3 

26.6 

16.7 

17.2 

13.8 

27.1 

12.8 

25.1 

11.3 

25.1 

22.2 

15.8 

22.7 

23.6 

12.3 

28.6 

8.4 

20.7 

23.2 

14.3 

12.3 

18.2 

12.8 

17.7 

21.7 

19.2 

22.7 

1.0 

1.0 

1.5 

2.5 

3.9 

2.5 

3.0 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用や退職に男女の差がなくなっている

仕事の分担は、男女関係なく個人の適性に応じた形に

なっている

男女が同じように昇給・昇格している

男女が同じように研修や訓練を受けている

男女に差がなく育児休業制度が整備・活用されている

女性は自分自身の責任が重くなるのを敬遠している

女性も管理職に就いて、積極的に関わっている

男女に差がなく介護休暇制度が整備・活用されている

男性

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無回答

12.7 

10.8 

10.8 

22.3 

5.8 

13.1 

8.1 

7.3 

31.5 

32.3 

17.7 

28.1 

11.2 

45.0 

25.4 

15.8 

21.5 

20.0 

18.1 

15.0 

23.8 

13.1 

26.5 

16.5 

14.6 

20.4 

33.1 

14.2 

40.4 

9.6 

18.1 

31.2 

15.8 

12.3 

16.5 

16.2 

15.0 

15.8 

18.1 

25.0 

3.8 

4.2 

3.8 

4.2 

3.8 

3.5 

3.8 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用や退職に男女の差がなくなっている

仕事の分担は、男女関係なく個人の適性に応じた形に

なっている

男女が同じように昇給・昇格している

男女が同じように研修や訓練を受けている

男女に差がなく育児休業制度が整備・活用されている

女性は自分自身の責任が重くなるのを敬遠している

女性も管理職に就いて、積極的に関わっている

男女に差がなく介護休暇制度が整備・活用されている

女性

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無回答
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〇仕事と生活の望ましいあり方に関する意識 

女性の仕事と家庭生活の望ましいあり方については、「家庭生活と仕事を同じよう

に両立させる」という回答がおよそ半数の 49.1％を占めています。前回の調査では、

21.3％だったことから、女性が仕事に関わることへの意識が高くなっていることがう

かがえます。 

男性については、仕事を優先とする回答（仕事を中心 2.8％、家庭生活にも携わる

があくまで仕事を優先 46.4％）が約半数を占めています。 

実際の状況では、男性は仕事を優先とする回答が半数（55.9％）を占め、女性は仕

事には携わるが家庭を優先するとの回答が多くなっています（25.8％）。 

 

仕事と家庭生活の望ましいあり方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回調査（平成 27年度実施） 

 

 

8.6

0.3

33.9

1.5

16.7

21.3

0.7

31.9

0.3

5.5

39.7

39.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性について望ましい姿

女性について望ましい姿

仕事を中心にする 家庭生活にも携わるが、あくまで仕事を優先させる

家庭生活と仕事を同じように両立させる 仕事には携わるが、家庭生活を優先させる

家庭生活を中心にする 無回答

2.8 

0.2 

46.4 

5.4 

43.1 

49.1 

3.9 

39.5 

2.1 

1.9 

1.5 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「男性」について望ましい姿

「女性」について望ましい姿

仕事を中心にする 家庭生活にも携わる、仕事を優先 家庭生活と仕事を同じように両立

仕事には携わる、家庭生活を優先 家庭生活を中心にする その他

無回答
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実際の「仕事と生活のあり方」 

 

 

 

前回調査（平成 27年度実施） 

 

 

 

 

 

 

15.2 

4.3 

40.7 

14.8 

23.5 

24.6 

7.4 

25.8 

7.8 

22.3 

3.9 

6.3 

1.5 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

仕事を中心にする 家庭生活にも携わる、仕事を優先
家庭生活と仕事を同じように両立 仕事には携わる、家庭生活を優先
家庭生活を中心にする その他
無回答

19.9

4.2

28.6

8.2

10.1

23.2

3.4

26.1

3.4

11.0

34.7

27.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

仕事を中心にする 家庭生活にも携わるが、あくまで仕事を優先させる

家庭生活と仕事を同じように両立させる 仕事には携わるが、家庭生活を優先させる

家庭生活を中心にする 無回答
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〇子育てと仕事の両立に対する意識 

全体では、子育ては「女性中心で男性はできるだけ協力する」31.2％、「女性にも男

性にも重要なこと、ほぼ同じ時間関わる」22.4％、「女性は子供が３歳までは子育てに

専念し、それ以降は子育てと仕事を両立」19.0％の順になっています。 

前回の調査に比べ、男性の回答は「女性は子育てを優先し、子育てに支障のない程

度働く」が 22.2％から 14.8％に、「子育ては女性中心で男性はできるだけ協力し女性

が働きやすくする」が 40.1％から 31.0％に減少し、また、「女性は子供が３歳までは

子育てに専念し、それ以降は子育てと仕事を両立」が 12.1％から 20.7％に増加して

います。 

女性の回答は「女性は子供が３歳までは子育てに専念し、それ以降は子育てと仕事

を両立」が男性とは逆に 25.2％から 18.1％に減少し、「子育ては女性にも男性にも重

要なことだから、男女ともほぼ同じ時間関わる」が 18.7％から 26.5％に増加してい

ます。 

 

子育てと仕事のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回調査（平成 27年度実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9 

3.4 

0.8 

19.0 

20.7 

18.1 

14.7 

14.8 

14.6 

22.4 

16.7 

26.5 

31.2 

31.0 

31.9 

2.4 

2.0 

2.7 

6.4 

9.9 

3.1 

1.9 

1.5 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

子育ては女性の仕事、女性は仕事に就かず子育てに専念する
女性は子どもが３歳までは子育てに専念し、それ以降は子育てと仕事を両立
女性は子育てを優先し、子育てに差支えのない程度に働く
子育ては女性にも男性にも重要なことだから、男女ともほぼ同じ時間関わる
子育ては女性中心で男性はできるだけ協力し、女性を働きやすくする
その他
わからない
無回答

0.7

1.0

0.6

19.3

12.1

25.2

17.3

22.2

14.2

17.9

16.8

18.7

38.1

40.1

36.3

4.4

6.1

3.4

2.2

1.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

子育ては女性の仕事だから、女性は職業を持たずに子育てに専念する
女性は子どもが３歳くらいまでは子育てに専念し、それ以降は子育てと仕事を両立させる
女性は子育てを優先し、子育てに差支えのない程度に働く
子育ては女性にも男性にも重要なことだから、男女ともほぼ同じ時間関わる
子育ては女性中心で男性はできるだけ協力し、女性を働きやすくする
わからない
無回答
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〇仕事と生活の調和の実現に必要なこと 

全体の回答では「子育て・介護などのための休暇等を取りやすい職場環境を作る」

が 25.2％、「短時間勤務、在宅勤務、フレックスタイムなどの普及」が 16.5％、「企業

による前向きな取り組み」が 12.8％の順になっています。 

前回の調査と比べると、企業による前向きな取り組みが必要との回答が 6.8％から

12.8％に増加しています。 

  

仕事と生活の調和の実現に必要なこと 

 

 

 

 

25.2 

16.5 

10.3 

9.0 

9.6 

7.5 

12.8 

1.1 

6.4 

1.7 

22.2 

14.3 

11.8 

7.4 

11.8 

5.4 

15.3 

1.0 

7.9 

3.0 

27.3 

18.5 

8.8 

10.4 

7.7 

9.2 

11.2 

1.2 

5.0 

0.8 

0% 10% 20% 30%

子育て・介護などのための休暇

等を取りやすい職場環境を作る

短時間勤務、在宅勤務、フレッ

クスタイム（時差出勤）などの

普及

仕事の効率や業務を見直し、

ノー残業デーなどの取り組みを

行う

結婚、出産、子育てなどによる

退職後の再就職、再雇用に関す

る制度の充実

育児・介護休業中などの給付金

制度の充実

保育施設やサービス（一時保

育、病児保育など）の充実を図

る

企業による前向きな取り組み

その他

わからない

無回答

全体

男性

女性

25.9

15.7

12.0

9.5

8.7

7.0

6.8

1.9

7.3

5.2

23.9

14.5

12.5

9.8

9.1

7.7

11.1

2.0

7.4

2.0

28.6

17.0

11.3

9.3

8.8

5.9

3.4

2.0

6.8

6.8

0% 10% 20% 30%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 



 

 
~ 18 ~ 

 

〇ＤＶに関する状況 

配偶者等からの暴力から何度もされた暴力行為（複数回答） 

男性の 9.9％、女性の 18.8％はＤＶに相当する暴力を何度も受けたことがあると答

えています。 

男性の 13.3％、女性の 22.3％が１・2度受けたことがあると回答しています。 

 

  配偶者・パートナー等から何度もされた暴力行為（複数回答） 

無回答の割合：全体 85.3％ 男性 90.1％ 女性 81.2％ 

 

 

 

 

9.2 

4.1 

3.2 

2.4 

2.1 

3.0 

1.1 

2.1 

1.7 

1.1 

0.4 

5.4 

3.0 

0.5 

1.0 

1.5 

1.5 

0.0 

0.5 

0.5 

0.0 

0.0 

12.3 

5.0 

5.4 

3.5 

2.7 

4.2 

1.9 

3.5 

2.7 

1.9 

0.8 

0% 5% 10% 15% 20%

大声でどなる

何を言っても長時間無視し続ける

「だれのおかげで生活できるん

だ」「甲斐性なし」とか言う

手でぶつ、足でけるなど、身体的

な暴力

物で殴ったり、投げつけたりする

家に生活費を入れない

相手が嫌がっているのに性的な行

為を強要する

交友関係や電話、メール等を細か

く監視するなど、行動を制限する

大切にしているものを、わざと壊

したり捨てたりする

刃物を突きつける、殴るふりをす

るなどして、おどす

見たくないのに、卑猥な動画や画

像を見せる

全体

男性

女性

9.9

4.1

3.4

3.1

2.4

2.4

2.1

1.9

0.9

0.6

0.4

4.0

3.4

0.7

1.3

1.0

0.7

0.3

0.3

0.7

0.3

0.0

15.3

5.1

5.9

4.5

3.4

4.0

3.7

3.4

0.8

0.8

0.8

0% 5% 10% 15% 20%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 
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〇ＤＶの相談相手・窓口 

 暴力を受けた際、どこ（だれ）にも相談しなかったと回答した人の割合は全体の

42.4％（女性 31.1％、男性 72.5％）でした。また、相談しなかった理由は、「相談す

るほどのことではないと思った」26.5％、「相談しても無駄だと思った」15.4％、「自

分にも悪いところがあると思った」15.4％、「自分さえ我慢すれば、なんとかこのまま

やっていけると思った」12.8％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

22.9 

16.0 

1.4 

4.2 

1.4 

0.7 

0.7 

0.0 

1.4 

0.7 

0.0 

42.4 

5.6 

7.5 

7.5 

0.0 

5.0 

0.0 

2.5 

0.0 

0.0 

0.0 

2.5 

0.0 

72.5 

0.0 

28.2 

18.4 

1.9 

3.9 

1.9 

0.0 

1.0 

0.0 

1.9 

0.0 

0.0 

31.1 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80%

家族、親戚に相談した

友人、知人に相談した

医師に相談した

警察に連絡、相談した

高岡市の男女平等推進セン

ターに相談した

高岡市の女性相談員（子ど

も・子育て課内）に相談した

富山県の女性相談センターに

相談した

県民共生センター・サンフォ

ルテ相談室に相談した

その他の公的な機関に相談し

た

民間の機関（弁護士会など）

に相談した

人権擁護委員や民生委員に相

談した

どこ（だれ）にも相談しな

かった

無回答

全体

男性

女性

22.2

16.9

3.7

2.6

2.6

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

0.0

52.9

17.5

9.3

13.0

3.7

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

63.0

22.2

27.5

19.1

3.8

3.1

3.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.8

0.0

48.9

15.3

0% 20% 40% 60% 80%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 
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〇性的少数者（セクシュアル・マイノリティ） 

 「言葉も意味も知っている」と回答した人の割合が全体の 53.6％でした。また「聞

いたことはあるが、意味は知らない」「知らなかった」と回答した人の割合を合わせる

と全体の 43.0％となっています。 

   性的少数者の人権を守るために必要なことについては、「周知・啓発」23.9％、「学

校教育」22.8％が必要との回答が多い結果となっています。 

 

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の理解 

 

 

セクシュアル・マイノリティの人権を守るために必要なこと 

  

53.6 

27.8 

15.2 

3.4 

55.2 

28.1 

15.8 

1.0 

52.7 

28.1 

14.2 

5.0 

0% 20% 40% 60%

言葉も意味も知っている

聞いたことはあるが、意味はしらない

知らなかった

無回答

全体

男性

女性

23.9 

22.8 

17.7 

17.5 

15.7 

1.9 

0.0 

0.5 

24.3 

22.6 

20.1 

14.2 

15.1 

2.9 

0.0 

0.8 

23.7 

23.1 

16.1 

19.9 

15.8 

1.2 

0.0 

0.3 

0% 10% 20% 30%

性的指向及び性自認に関する正しい理解

のための周知・啓発活動

性的少数者の人権を尊重した学校教育

法制度・法的サービスの整備

性的少数者の利用に配慮した環境整備

（多目的トイレなど）

相談体制の整備

その他

「その他」と答えた方

無回答

全体

男性

女性
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〇防災・災害復興対策で必要な取り組み 

防災・災害復興対策で男女の性別に配慮して取り組む必要のあることは「避難所

内の生活環境（男女別のトイレ・更衣室、防犯対策など）」71.2％、「女性のニーズ

の把握、支給に対する配慮」55.3％、「避難所運営の責任者に女性が配置され、被災

者対応に女性の視点が入ること」28.4％の順となっています。 

 

防災・災害復興対策で配慮すること（複数回答） 

 

 

 

 

71.2 

55.3 

25.0 

17.3 

28.4 

19.0 

16.9 

22.0 

13.5 

5.1 

0.9 

3.2 

1.1 

68.0 

48.3 

24.1 

17.2 

25.1 

20.7 

19.7 

23.2 

12.8 

5.9 

1.0 

4.4 

1.0 

73.5 

61.5 

25.4 

17.3 

30.4 

18.1 

15.0 

20.8 

14.2 

4.6 

0.8 

1.9 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80%

避難所内の生活環境（男女別のト

イレ・更衣室、防犯対策など）

女性のニーズの把握、支給に対す

る配慮

妊産婦や乳幼児に対する避難誘導

及び避難生活での配慮と支援

相談体制の充実（メンタルケア、

健康相談、女性相談等）

避難所運営の責任者に女性が配置

され、被災者対応に女性の視点が

入ること

女性や子どもの安全・安心の確保

（ＤＶ・暴力）

災害時の救援医療体制

対策・復興本部に女性が配置さ

れ、対策に女性の視点が入ること

防災・復興計画策定過程、防災会

議など意思決定の場に女性が参画

すること

被災した女性のための雇用の創出

や支援

その他

わからない

無回答

全体

男性

女性

69.5

45.0

23.7

23.0

22.8

19.1

19.0

17.0

12.3

8.0

0.6

3.0

5.9

72.4

33.7

21.2

21.5

21.5

20.9

21.9

18.2

15.2

5.4

1.0

4.7

5.4

67.1

54.7

25.2

23.5

24.4

18.4

15.9

16.7

9.9

9.6

0.3

1.7

5.9

0% 20% 40% 60% 80%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 
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〇地域活動・社会参画の状況 

 地域活動への参加は、男性の 60.6％、女性の 45.0％が参加していると回答してい

ます。また、参加できない理由として主なものは「時間がない」24.1％、「健康や体力

に自信がない」18.1％、そのほか「特に理由はない」と回答する人が 20.3％となって

います。 

  

地域活動への参加 

 

  

参加できない理由 

 

51.5 

60.6 

45.0 

47.6 

38.9 

53.8 

0.9 

0.5 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

参加している 参加していない 無回答

24.1 

20.3 

18.1 

8.2 

6.9 

3.9 

3.4 

3.0 

0.9 

0.4 

9.9 

0.9 

25.3 

21.7 

14.5 

7.2 

7.2 

4.8 

6.0 

2.4 

0.0 

0.0 

10.8 

0.0 

23.4 

20.0 

18.6 

9.0 

6.9 

3.4 

2.1 

3.4 

1.4 

0.7 

9.7 

1.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

時間がない（仕事、家事、育児）

特に理由はない

健康や体力に自信がない

人間関係がわずらわしい

地域活動に関する情報を得られない

活動時間が合わない

経済的に余裕がない

やりたいと思うことがない

家族の理解が得られない

保育サービスが不足している

その他

無回答

全体

男性

女性
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〇男女平等・共同参画に対する考え 

言葉も、内容も概ね知っていると回答した人が多いのは「男女雇用機会均等法」「育

児・介護休業法」「ジェンダー」「セクシャル・ハラスメント」、一方で「高岡市男女平

等推進条例」「高岡市男女平等・都市宣言」「高岡市男女平等推進プラン」「高岡市ＤＶ

対策基本計画」「高岡市男女平等推進センター」は言葉も内容も知らないと回答した

人が多くなっています。 

 

男女共同参画に関する言葉の認知度（複数回答） 

 

 

 

 

17.7 

48.5 

46.4 

36.8 

12.8 

6.0 

3.6 

5.6 

5.1 

7.5 

29.3 

7.9 

40.2 

67.9 

28.0 

16.2 

53.2 

40.4 

42.7 

45.1 

45.1 

39.1 

35.3 

33.8 

31.2 

34.2 

27.6 

26.7 

37.6 

24.1 

20.5 

47.0 

26.5 

8.1 

7.9 

15.2 

38.0 

51.3 

56.6 

56.4 

59.8 

54.3 

39.3 

61.1 

18.8 

5.3 

47.0 

32.9 

2.6 

3.0 

3.0 

3.0 

4.1 

3.6 

4.5 

4.3 

3.8 

4.1 

3.8 

4.3 

3.4 

2.6 

4.5 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女共同参画社会基本法

男女雇用機会均等法

育児・介護休業法

ＤＶ防止法

女性活躍推進法

高岡市男女平等推進条例

高岡市男女平等・共同参画都市…

高岡市男女平等推進プラン

高岡市ＤＶ対策基本計画

高岡市男女平等推進センター

ワーク・ライフ・バランス

ポジティブ・アクション

ジェンダー

セクシャル・ハラスメント

デートＤＶ

パートナーシップ制度

言葉を知っているし、内容も概ね知っている

言葉は知っているが内容はよく知らない

言葉も内容も知らない

無回答

前回調査（平成 27 年度実施） 
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〇男女共同参画を推進するために必要なこと（個人） 

「仕事、家事、育児などを配偶者（パートナー）とともに担う」56.8％、「仕事と

生活の時間のバランスをうまくとる」38.2％、「社会の一員としての自覚と責任を

持つ」30.1％の順となっています。 

 

男女共同参画推進のために必要なこと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

56.8 

29.3 

38.2 

28.0 

30.1 

25.4 

21.8 

18.4 

12.2 

1.1 

1.9 

59.1 

35.5 

36.0 

29.1 

31.0 

28.6 

18.7 

15.8 

12.3 

1.0 

1.0 

54.6 

24.2 

40.4 

26.9 

29.6 

23.1 

24.6 

20.0 

12.3 

1.2 

2.7 

0% 20% 40% 60%

仕事、家事、育児などを配偶者

（パートナー）とともに担う

配偶者（パートナー）とのコミュ

ニケーションを深める

仕事と生活の時間のバランスをう

まくとる

自分の身の回りのことができるよ

う生活面で自立する

社会の一員としての自覚と責任を

持つ

社会活動、地域活動などを配偶者

（パートナー）とともに担う

経済的に自立する

人権・平等についての理解を深め

るように努める

育児・介護休業の必要な場合など

配偶者との相談の上取得する

その他

無回答

全体

男性

女性

52.3

39.0

37.5

30.1

29.8

26.1

20.9

15.4

13.9

1.5

3.0

53.5

42.8

33.3

38.4

28.3

25.9

16.2

16.2

13.1

2.4

2.4

51.0

36.3

40.5

23.5

31.7

26.9

25.5

14.7

14.4

0.8

2.8

0% 20% 40% 60%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 
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〇男女共同参画を推進するために必要なこと（行政） 

「子育てや高齢者のための施設やサービスを充実する」43.6％、「労働時間の短

縮や在宅勤務の普及など、男女ともに働き方の見直しを進める」34.2％、「学校教育

や社会教育・生涯教育の場で、男女の平等と相互の理解や協力についての学習機会

を充実する」26.3％の順に高くなっています。 

 

男女共同参画社会形成のために行政に求めること（複数回答） 

 

 

 

43.6 

34.2 

25.4 

26.3 

20.1 

25.6 

23.3 

16.5 

14.1 

9.2 

3.4 

2.6 

3.4 

37.9 

30.0 

27.1 

25.1 

23.6 

22.2 

25.1 

21.2 

15.8 

12.8 

3.0 

2.5 

3.9 

48.1 

37.7 

24.2 

27.3 

16.9 

28.5 

22.3 

13.1 

13.1 

6.5 

3.8 

2.7 

2.7 

0% 20% 40% 60%

子育てや高齢者のための施設やサービスを充実する

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、男女ともに

働き方の見直しを進める

女性の働く場や機会を増やしたり、従来女性の就労

が少なかった分野などへの女性の進出を促すため、

職業教育や職業訓練を充実する

学校教育や社会教育・生涯教育の場で、男女の平等

と相互の理解や協力についての学習機会を充実する

法律や制度の面で見直しを行う

職場における男女の均等な取扱いについて周知徹底

する

女性を政策決定の場に積極的に登用する

各種団体の女性のリーダーを養成する

女性の生き方に関する情報提供や交流の場、相談、

教育など男女平等推進センターを充実する

広報誌やパンフレットなどで、男女の平等と相互の

理解や協力をＰＲする

各国の女性との交流や情報提供など、国際交流を推

進する

その他

特にない

わからない

無回答

全体

男性

女性

48.6

33.3

30.7

25.8

23.9

22.4

17.9

10.4

9.0

8.9

2.2

1.6

1.6

3.6

4.9

42.1

30.0

31.3

26.9

28.3

23.2

18.9

11.1

6.7

11.4

3.0

2.4

2.0

4.0

4.7

55.2

35.4

30.0

24.9

19.5

22.4

17.6

10.5

10.8

7.4

1.7

1.1

1.1

3.1

4.2

0% 20% 40% 60%

全体

男性

女性

前回調査（平成 27 年度実施） 
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６ 前期計画期間における成果指標の進捗状況 

前期事業計画では、16 の数値目標を設定しています。 

16 の成果指標の進捗状況を見ると、現プラン策定時の基準数値を上回っている指

標は８項目です。また目標数値に達成した指標は５項目で、着実に推進しています。 

 その中で、ワーク・ライフ・バランス推進事業所認定数や市男性職員の育児休業取

得率、市職員一人当たりの年次有給休暇取得日数の目標を達成したことは、近年、働

き方の見直しや、企業等でのワーク・ライフ・バランスへの取り組みの推進によるも

のと考えられます。 

子育て支援センターや男女平等推進センターについては、令和２年度は新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の影響により、利用者がセンターへ足を運ぶことが困難な

状況があり利用者数が減少しています。講座やセミナー等の開催などは、今後、オン

ラインなどを活用する必要があります。 

 また、市の審議会等の女性委員比率は目標数値 33％に対し、ここ数年 29％前後で

推移しています。女性委員がいない審議会等の数については、引き続き改善に向けた

取り組みや指標の見直しの検討が必要です。 

 

目標数値を設定し、令和３年度までに達成を目指すもの 

№ 成果指標 基準数値 目標数値 Ｒ２年度

数値 

進捗状況 

１ 審議会等の女性委員比率 29.0% 33.0% 28.6% ↓ 

２ 女性委員がいない審議会等の数 ２委員会 0 委員会 ３委員会 ↓ 

３ ワーク・ライフ・バランス推進事

業所認定数 
23 事業所 

（新規） 

30 事業所 
35 事業所 

↑ 

（達成） 

４ 
市男性職員の育児休業等取得率 8% 20％以上 31.6% 

↑ 

（達成） 

５ 市の職員 1人当たりの年次有給

休暇取得日数 
7.4 日 10 日以上 10.5 日 

↑ 

（達成） 

６ 
病児・病後児対応型実施施設数 ３施設 ４施設 ５施設 

↑ 

（達成） 

７ 
子育て支援センターの利用者数 

22,461 人 

（H25） 
29,000 組 8,751 組 ↓ 

８ 平日の 19 時までの開所が可能

な放課後児童育成クラブの数 
２クラブ 10 クラブ ２クラブ → 
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９ 土曜学習の実施校区数 ８校区 18 校区 12 校区 ↑ 

10 関係機関との連携による男女の

雇用機会の均等などに関するセ

ミナー等の開催 

６回 
（新規） 

10 回 
５回 ↓ 

11 粋メンプロジェクトの実施事業

数 
９事業 

（新規） 

10 事業 
６事業 ↓ 

12 子宮がん検診の受診率 25.0% 50.0% 27.6% ↑ 

13 乳がん検診の受診率 25.5% 50.0% 28.6% ↑ 

14 男女平等ＥＸＰＯ高岡参加者数 154 人 200 人 60 人 ↓ 

15 男女平等推進センターの利用者

数 
11,228 人 

延べ 

12,000 人 

延べ 

4,397 人 
↓ 

16 男女平等推進センターにおける

男性参加率 
25.5% 30.0% 36.0% 

↑ 

（達成） 

 

 

７ 前期計画期間における主な取り組み及び課題 

 

 現プランでは、４つの基本目標から 11 の重点課題、24 の施策の方向を掲げ、その

課題の解消に向けて 85 の主要な事業の取り組みに努めています。また、この 85 の事

業の達成を目指す数値目標として 16 の成果指標を設定しています。 

 16 の成果指標のうち、令和３年４月時点ですでに達成しているものは５項目、目標

数値を達成していないものの基準数値を上回っているものは３項目です。 

 

 

基本目標Ⅰ あらゆる分野において、男女が平等に参画できる環境づくり 

（１）政策・方針決定過程への男女平等・共同参画の推進 

  審議会・委員会の女性委員比率 33％を目標に庁内での啓発に取り組んでいます。

女性委員比率は増加傾向で推移していましたが、最近はやや伸び悩みの状態にあり

ます。これは、審議会等に各界各層の団体から委員が推薦される場合、その団体の

代表者が男性である例が多いことなども要因として考えられます。 

  女性委員比率の一層の向上を図るには、引き続き、適材適所の委員登用に留意し

つつ、委員の選出方法を見直すことに加え、活躍する女性人材の発掘を積極的に行

うなど女性登用促進に向けた基盤づくりが必要です。 
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（２）固定的な性別役割分担意識等による慣行等の解消 

  これまで、性別による役割分担意識の払拭のため、講座、情報誌等による啓発を

はじめとした取り組みを進めてきました。しかし、「男性は仕事を優先し、女性は家

庭生活を優先すべき」という考え方は、依然として根強く残っており、本市で実施

した男女平等・共同参画に関する意識実態調査での回答でもその傾向が見られまし

た。 

  男女平等・共同参画社会の実現のため、あらゆる機会をとらえて意識啓発の取り

組みを進めていく必要があります。 

 

（３）地域活動の場での協働や男女平等・共同参画の推進 

  少子高齢化社会による地域の活力の衰退が懸念される中、これまでの男性主体と

なっている地域活動において、女性の参画による男女共同参画の必要性は高まって

います。男女平等・共同参画の推進に向け、様々な分野で活動する団体の事業への

支援や女性リーダーの育成など、今後も引き続き、団体の育成や活動支援に取り組

んでいく必要があります。 

 

基本目標Ⅱ 仕事と生活の調和が保たれ、男女がともに活躍できる環境づくり 

（４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

  本市では、ワーク・ライフ・バランスの取り組みを進める企業を「ワーク・ライ

フ・バランス推進事業所」として認定し、事業者がその推進に向け積極的に取り組

むよう働きかけを行っています。認定事業所数は増加し目標を達成していますが、

更なる推進に向け事業所と市との連携した取り組みを進める必要があります。 

核家族化の進行や女性の社会進出、就労形態の複雑化などにより、様々な保育ニ

ーズがあり、そういったニーズに対応できるよう病児保育事業、休日一時預かり、

放課後児童育成クラブの受入態勢の拡充など、多様な保育サービスの整備・充実に

取り組んできました。今後は、地域の実情に合わせた体制の確保に努めます。 

  高齢者、障がい者の介護・自立支援の取り組みでは、施設サービスや地域密着型

サービスなどの整備・充実を図るとともに、介護予防事業や生きがい・社会参加支

援などに努めています。 

本市では「第２期高岡市子ども・子育て支援事業計画」「高岡市障がい者基本計

画・第６期高岡市障がい者福祉計画・第２期高岡市障がい児福祉計画」「高岡市高

齢者保健福祉計画・高岡市介護保険事業計画」を策定しており、これらの計画の

もと、仕事と育児・介護等を両立できるよう保育サービスや介護・福祉サービス

などの支援策の充実を図る必要があります。 
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（５）働く場における女性の活躍支援 

  関係機関との連携により男女の雇用機会の均等などに関するセミナーを開催す

るなど、雇用の場における男女平等・共同参画の推進に取り組んできました。また、

市役所においても保育職・看護職における男性登用や土木・建築等技術職における

女性登用が進んでいます。 

  今後も、仕事の場における男女平等・共同参画の促進を図る講座等の開催を行う

とともに、市においても、性別にとらわれない職員の登用や、働きやすい職場環境

の整備など、市内事業所のけん引役として率先して取り組んでいく必要があります。 

 

（６）家庭・地域活動における男女の相互協力の推進 

  本市では、高岡市男女平等推進センターネットワーク会議において、家事や育児

はもとより、介護や地域活動にも積極的な高岡の男性を「粋メン」と命名し、男女

の共同参画意識の促進を図るため、男性の家事や育児への参画を促す講座やイベン

トを開催してきました。この講座に参加する男性は増加傾向にあり、意識が高まっ

ていることが感じられます。 

  今後は「粋メン」の更なる養成と広がりを目指し、家庭や地域での実践につなが

る講座を開催し男女の相互協力を進めていくことが必要です。 

 

基本目標Ⅲ 個人が尊重され、能力が発揮できる環境づくり 

（７）あらゆる人に対する人権の尊重 

  これまで、市民等を対象とした人権啓発の講演会・講座等の開催、学校教育の場

での人権教育の推進などにより、人権尊重意識の醸成に取り組んできました。 

  また、人権にかかる相談の場として、市民生活相談、弁護士による法律相談、人

権擁護委員による相談などの実施のほか、男女平等推進センター相談室において女

性弁護士による相談日を設けるなど、人権擁護体制を整備し、人権の尊重に努めて

います。 

  また市が実施した意識実態調査では、性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）

に対する理解が十分ではないことが表れており、全ての人がお互いを思いやり、助

け合いながら、個性と能力を発揮していく男女平等・共同参画社会の実現のため、

今後も人権尊重を基盤とした啓発や教育を進めていく必要があります。 

 

（８）あらゆる暴力的行為や虐待等の根絶 

  平成 24 年に男女平等推進センター相談室に配偶者暴力相談支援センターの機能

を設置しＤＶ相談体制の充実に努めるなど、被害者の支援に取り組んできました。 
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  全国的にＤＶの相談件数は増加していますが、高岡市男女平等推進センターへの

相談件数は配偶者暴力相談支援センターの機能を備えた平成 24 年度をピークに落

ち着きを見せ、減少傾向にあります。 

  本市では、「高岡市ＤＶ対策基本計画」を策定しており、この計画とあわせ、暴力

を生み出さない社会を目指して、暴力の根絶に重点的に取り組む必要があります。 

 

（９）国際化社会における理解と交流 

高岡市には多くの外国籍市民が生活されており、グローバルな視点や異なる文化

の理解とそれらを踏まえた協調が進められています。生活情報や申請手続きなどの

多言語版の作成やホームページの掲載、生活相談など外国籍市民が地域社会の一員

としてともに安心して暮らせる地域づくりに取り組んでいます。 

  また、男女平等・共同参画の推進に関する国際的な理解を深めるため、情報の収

集、提供等の環境づくりが今後重要になるものと考えられます。 

 

（10）男女の生涯を通じた健康支援 

  男女平等・共同参画社会の実現には、男女がお互いの身体的特徴を十分に理解し

あい尊重し、生涯にわたって心身の健康を保持・増進していくことが前提となりま

す。 

  とりわけ女性には妊娠・出産といった特有の健康上の問題に直面することもあり、

リプロダクティブ・ヘルス/ライツの視点からの取り組みも重要です。 

 

基本目標Ⅳ 計画の総合的な推進 

（11）プランの総合的推進 

  本市における男女平等・共同参画施策の拠点となる男女平等推進センターの利用

者数は増加傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあ

り減少しています。市が実施した意識実態調査では、高岡市男女平等推進センター

を知っていると回答した人の割合は 41.7％であり男女平等・共同参画施策の推進

とともに、その拠点施設である男女平等推進センターの周知・利用の促進を広く啓

発していく必要があります。 

  男女平等・共同参画の実現のためには、市が男女平等・共同参画の視点を持って

諸施策を推進し、市民・事業者等との一層の連携による取り組みが重要であり、プ

ランの総合的な推進が必要です。 
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８ 後期事業計画策定の視点 

 

 「男女平等・共同参画をめぐる国内外の動向」、「目標とする指標の進捗状況（前期

事業計画）」、「男女平等推進センターの相談室から見える市民ニーズ」、「市民の意識

実態調査結果」及び「前期計画期間の成果と課題」を踏まえ、次の視点で後期事業計

画を策定します。 

 

（１）施策・方針の決定過程の場での女性登用の促進 

 本市の人口は現計画策定以前の平成 27 年には約 17 万２千人であったものが令和 7

年には約 16 万１千人になると予測されています。また、65 歳以上の老年人口の割合

は年々増加していることから、人口減少と少子高齢化の状況が今後も拡大していくと

予測されます。この状況においてあらゆる分野での女性の参画は、社会の活力を維持

し高めるうえで必要不可欠です。 

あらゆる分野で女性が参画できる社会の実現に向けて、市の施策等の方針決定過程

に女性の意見を反映するため、市の審議会等の委員に女性の登用を進めることが重要

です。家庭、地域などで残る男性主体の慣行を解消し、女性だけではなく男女それぞ

れが暮らしやすい男女平等・共同参画社会の実現を目指します。 

 

（２）仕事と生活の調和の推進 

 働き方改革や休業制度の設置などワーク・ライフ・バランスの実現に向けて官民問

わず取り組みが進められています。本市が認定するワーク・ライフ・バランス推進事

業所の認定数は目標を達成しており、取り組みへの意識が高まっていることがうかが

えます。しかしながら、市が実施した意識実態調査では、育児・介護の休業制度の利

用ができない状況があるということも表れています。全ての人が仕事と生活の調和の

取れた、いきいきと暮らすことができる社会の実現を目指し、企業との連携、啓発の

強化等取り組みの充実を図ります。 

 

（３）地域活動での男女共同参画の推進 

 人口減少や少子高齢化など社会構造の変化は地域社会にも大きな影響を及ぼして

います。地域コミュニティや地域活動における様々な組織の維持や活力の向上に向け

て、多様な人が参画できることが必要になっています。 

 市民への意識実態調査では地域活動に関し男性が女性に比べ優遇されているとい

う回答が多く、地域活動における男女共同参画の意識が浸透していないことの現れで

もあり、地域組織における女性の登用や女性リーダーの育成、男女がともに参画でき

る環境の整備が必要です。 
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 また、頻発する大規模災害への備えとして、避難所運営などの防災マニュアルの策

定に男女がともに関わり意見を取り入れることが必要です。 

 

（４）全ての人が活躍できる社会の構築 

 性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の方は、その性的指向や性自認を理由

に生活や仕事などで困難な状況に置かれている方もいます。市が実施した意識実態調

査では、「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）」という言葉は 81.4％の方が知

っていると回答しています。一方で 43.0％の方は、その意味を知らないと回答してお

り理解が進んでいないことがうかがえます。多様な生き方を認め合い、全ての人が生

きやすい、また、活躍できる社会の実現に向けて一層の理解の促進が必要です。 
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第２章 後期事業計画の内容 
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第２章 後期事業計画の内容 

 

１ 男女平等推進プランの体系 

「男女が一緒になって活躍できる社会」を目指して４つの基本目標、11 の重点課題、

24 の施策の方向から取り組みを行います。 

基本目標 重点課題 施策の方向 

 

Ⅰ 

あらゆる分

野 に お い

て、男女が

平等に参画

できる環境

づくり 

１ 

政策・方針決定過程への男女平等・共

同参画の推進 

(1) 市の施策・方針決定過程への共同参画の促進 

(2) 
あらゆる分野での方針決定過程への共同参画の

促進 

２ 

固定的な性別役割分担意識等による

慣行等の解消 

(1) 
あらゆる場における男女平等・共同参画の視点・

気運の醸成や配慮 

(2) 多様な選択を可能にする教育、学習等の充実 

３ 

地域活動の場での協働や男女平等・

共同参画の推進 

(1) 市民の参画への支援 

(2) 参画とまちづくりの総合的な連携の推進 

(3) 地域防災における男女平等・共同参画の推進 

 

Ⅱ 

仕事と生活

の調和が保

たれ、男女

がともに活

躍できる環

境づくり 

４ 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の推進 

(1) ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

(2) 子育て・介護支援の整備・充実 

５ 

働く場における女性の活躍支援 

(1) 新規採用・起業・再就職の支援 

(2) 女性の能力開発・育成の促進 

(3) 雇用の場における男女平等の視点の促進 

６ 

家庭・地域活動における男女の相互

協力の推進 

(1) 男性の家事・育児・介護等への参加促進 

 

Ⅲ 

個人が尊重

され、能力

が発揮でき

る環境づく

り 

７ 

あらゆる人に対する人権の尊重 

(1) 人権尊重を進める教育・学習の推進 

(2) 人権擁護体制の推進 

(3) 困難な状況にある人に対する支援の整備・充実 

８ 

あらゆる暴力的行為や虐待等の根絶 

(1) 配偶者等からの暴力の防止 

(2) 虐待や迷惑行為の防止 

９ 

国際化社会における理解と交流 

(1) 外国籍市民との共生 

(2) 国際的な女性問題等への理解と国際交流の推進 

10 

男女の生涯を通じた健康支援 

(1) 健康管理・保持増進のための支援 

(2) 妊娠・出産等に関する健康支援 

Ⅳ 

計画の総合

的な推進 

11 

プランの総合的推進 

(1) 男女平等・共同参画の理解・促進 

(2) 推進体制の充実・強化 

 



 

 
~ 35 ~ 

２ 後期事業計画の内容 

 

基本目標Ⅰ あらゆる分野において、男女が平等に参画できる環境づくり 

重点課題１ 政策・方針決定過程への男女平等・共同参画の推進 

行政分野をはじめ、社会のあらゆる分野で男女が平等に参画し、多様な意見が反映さ

れるよう取り組みを進めます。  

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

市の施策・方

針決定過程

への共同参

画の促進 

【1】積極的改善措置（ポジティブアクション）の実施及び各

分野で活躍する女性の人材情報を収集、管理する「女性人

材バンク」を作成し、審議会等委員の候補者を関係課に情

報を提供 

  「高岡市の委員会等の設置及び運営に関する基本方針」に

基づき、女性委員の登用促進と女性委員のいない審議会等の

解消に努めます。 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 審議会等の女性委員比率 28.6％ 33.0％ 

■ 女性委員がいない審議会等

の数 
３委員会 0 委員会 

 

参考指標 基準数値 

□ 官公庁職員を除いた場合の審議会等

の女性委員比率 
30.2％ 

□ 行政委員会の女性委員比率 25.0％ 

(R3.4) 

□ 官公庁職員や選挙による選出者を除

いた場合の行政委員会の女性委員比率 
21.9％ 

 

男女平等・共同参画課 

 【2】国・県の委員への推薦の際の配慮 

  行政相談委員、人権擁護委員などを国や県に推薦する際に

は、女性の参画に配慮します。 

参考指標 基準数値 

□ 行政相談委員（総務省）の女性比率 40.0％ 

□ 人権擁護委員（法務省）の女性比率 42.9％ 
 

共創まちづくり課 

※基準数値については特段の記載のあるものを除き令和２年度のもの 
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 【3】市政への参画意識の啓発及び共同参画しやすい環境整備 

  まちづくり出前講座などを通じ、市民の市政への参画意識

の醸成を図ります。 

  ア まちづくり出前講座の開催 

  イ 主権者としての意識醸成のための選挙啓発 

  ウ 審議会・委員会における委員公募の実施 

  エ 審議会・委員会における資料等の公表 

  オ 市の計画策定時等における市民意見の募集 
. 

広報広聴室 

総務課（選挙管理委員

会） 

都市経営課 

 

 【4】 職員の能力等に応じた適正な職員採用・登用 

  職員採用・登用時には、職員の個々の能力、意欲、適性等

に十分に配慮し、男女平等な登用を進めます。 
 

参考指標 基準数値 

□ 係長以上の職員の女性比率 42.1％ 

□ 管理職（課長級）以上の職員の女性比率 30.1％ 

. 

人事課 

 【5】 適正な管理監督教職員登用についての働きかけ 

  高岡市立学校の管理監督教職員（校長・教頭）については、

性別にかかわらず、学校の管理運営について見識と指導力、

統率力を有する人の登用を図るよう富山県教育委員会へ働

きかけます。 
 

参考指標 基準数値 

□ 高岡市立学校の女性校長比率 18.9％（R3.4） 

□ 高岡市立学校の女性教頭比率 50.0％（R3.4） 

. 

学校教育課 

(2) 

あらゆる分

野での方針

決定過程へ

の共同参画

の促進 

【6】 事業者への女性登用促進に関する意識啓発 

  企業等において、性別にかかわらず、能力や適性を重視し

た登用が行われるよう、セミナーの開催や情報提供の充実を

図り、啓発に努めます。 

  ア 関係機関との連携による女性登用促進セミナーの開催 

  イ 男女平等推進センターにおける企画講座・展示の実施 
 

男女平等・共同参画課 
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 【7】 地域活動組織等への女性登用促進に関する意識啓発 

  自治会やＰＴＡなど、地域活動組織と連携・協力し、男女

平等・共同参画をテーマとした出前講座を開催し、女性の参

画や女性リーダーの必要性について、理解と周知を図りま

す。 

参考指標 基準数値 

□ 連合自治会長の女性比率 
０％ 

(R3.5) 

□ 自治会長の女性比率 
1.6% 

(R3.5) 

□ 高岡市立学校のＰＴＡ会長の女性比率 2.5% 

□ 市立公民館長の女性比率 0.0% 

. 

男女平等・共同参画課 

共創まちづくり課 

生涯学習・スポーツ課 

 

 

重点課題２ 固定的な性別役割分担意識等による慣行等の解消 

 男性は仕事、女性は家事・育児といった性別による固定的な役割分担意識を解消し、

男女が互いを尊重し協力しあえる関係を築けるよう、引き続き啓発活動等の取り組み

を進めます。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

あらゆる場

における男

女平等・共同

参画の視点･

気運の醸成

や配慮 

【8】  団体活動における共同参画の理解促進 

  民生委員・児童委員、健康づくり推進員、スポーツ推進員、

富山県男女共同参画推進員などの団体活動が、男女共同参画

の視点を持って取り組まれるよう、理解と周知を図ります。 

社会福祉課 

健康増進課 

生涯学習・スポーツ課 

男女平等・共同参画課 

【9】 各種講座・出前講座・情報誌による啓発 

  男女共同参画の視点によって固定的な役割分担意識を見

直していくため、男女平等推進センターにおける各種講座や

情報誌などを活用し、啓発に努めます。 

  ア 男女共同参画週間企画講座の実施 

  イ 男女平等推進センター企画講座の実施 

  ウ 地域における出前講座の実施 

  エ 男女平等推進プラン情報誌「ありーて」の発行 

男女平等・共同参画課 
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 【10】 男女平等・共同参画の視点での事業検討・実施及び適

切な表現による情報発信 

  市において事業を実施する際、男女平等・共同参画を妨げ

る状況がないか、常に検討・配慮を行います。また、市の広

報紙をはじめとした配布物及びインターネットからの情報

発信について、人権の軽視や固定的な性別役割分担意識につ

ながる表現がないよう留意します。 

 

男女平等・共同参画課 

広報広聴室 

 

 【11】 研修機会等を通じての男女の共同参画の理解促進 

  市職員や、保育士など子どもの育成支援に携わる者への研

修を通して、男女の共同参画の理解促進に努めます。 

  ア 市職員研修 

  イ 保育士等研修 

   ・ 保育士研修 

   ・ 学童保育指導員研修 

   ・ 放課後子ども総合プラン指導者等研修 

人事課 

子ども・子育て課 

生涯学習・スポーツ課 

(2) 

多様な選択

を可能にす

る教育、学習

等の充実 

【12】 児童の一人ひとりの個性に応じた指導の実施 

  幼稚園・学校教育の場において、児童一人ひとりの個性を

活かし、多様な選択ができるよう学習や進路の指導を行いま

す。 

 

学校教育課 

子ども・子育て課 

【13】 男女平等・共同参画意識の向上を図る研修会等への参

加配慮 

  幼稚園・高岡市立学校の教諭の男女平等・共同参画意識の

向上を図る研修や学習会への参加に配慮します。 

学校教育課 

子ども・子育て課 

 【14】 インターンシップ・体験学習等の実施 

  インターンシップの推進に取り組み、職場訪問や就業体験

の事業所として、児童・生徒・学生を受け入れます。また、

高岡市立学校で「ものづくり・デザイン科」の授業を実施し、

市の優れた伝統工芸や産業について体験学習を実施します。 

 

人事課 

学校教育課 

健康増進課 

市民病院 

上下水道局 

消防本部 
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重点課題３ 地域活動の場での協働や男女平等・共同参画の推進 

 地域の福祉やまちづくりを進めていくうえで、女性も男性も地域活動への参画が進

むよう取り組むとともに、男女相互の協力や事業者、市との連携や共創の取り組みに

より新たなまちの魅力や価値を創り上げていくことが必要です。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

市民の参画

への支援 

【15】 団体活動育成・支援 

  男女平等・共同参画推進のため、グループや市民が自主的

に企画・実施する事業に対して支援するとともに、芸術・文

化・スポーツ及び伝統産業の振興や育成に携わる団体等が実

施する事業に対し支援します。また、地域で活躍する女性リ

ーダー育成の研修を行います。 

  ア Ｅネット主催「Ｅフェスタ」開催支援 

  イ 市民企画講座に対する支援 

  ウ 市民の学習に対する支援（学習支援事業） 

  エ 市民団体等が独自に企画する講座への講師協力（男女

平等推進センター所長講演等） 

  オ 芸術・文化団体への助成 

  カ 女性リーダーの育成支援 

  キ 体育団体への育成助成 

  ク 伝統産業等団体への助成 

 

男女平等・共同参画課 

生涯学習・スポーツ課 

産業企画課 

 【16】 市民活動相談・情報提供及び講座等の促進 

  市民活動やＮＰＯ設立に関する相談や情報提供及び活動

団体等の自立・連携や共創意識の啓発を図る講座・フォーラ

ム等を開催します。 

  ア 市民活動に関する相談及び情報提供 

  イ ＮＰＯ法人設立に関する情報提供等の支援 

共創まちづくり課 

(2) 

参画とまち

づくりの総

合的な連携

の推進 

【17】 市民等との共創事業の実施 

  市民・団体・企業等の多様な主体が連携し、新たなまちの

魅力や地域の価値を共に創り上げていくため、市民がより主

体的にまちづくりを進めることができるよう、共創の取り組

みを行います。 

共創まちづくり課 
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 【18】 市民活動団体の活動情報発信等 

  市民活動団体の活動情報等をポータルサイトなどから発

信することで、市民活動の活性化を支援します。 

共創まちづくり課 

 【19】 市長との対話活動やまちづくり出前講座の実施、市民

からの手紙やメールへの対応 

  市民の意見や要望を、市政やまちづくりに反映していくた

め、市長の対話活動やまちづくり出前講座を実施するととも

に、市民からの手紙やメール等を通じて、市民の意見を聞き

市政に反映します。 

  ア 市長の対話活動の実施 

   ・ 地区別トーク 

   ・ テーマ・分野別トーク（ふれあいトーク） 

  イ まちづくり出前講座 

  ウ 市民からの手紙、メールへの対応 

広報広聴室 

(3) 

地域防災に

おける男女

平等・共同参

画の推進 

【20】 地域における女性防災リーダーの育成促進 

  出前講座や講演会の開催により自主防災組織等における

女性の参画を促進し、女性リーダーの育成を図ります。 

危機管理室 

男女平等・共同参画課 

【21】 男女平等・共同参画の視点からの防災施策の推進 

  防災分野における男女平等・共同参画の視点の必要性につ

いて理解を促し、周知啓発を図ります。 

  被災時の避難所運営の際は、男女別のニーズを把握し、男

女双方の視点等に配慮した男女の参画体制での管理運営を

図ります。 

危機管理室 

男女平等・共同参画課 
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基本目標Ⅱ 仕事と生活の調和が保たれ、男女がともに活躍できる環境づくり 

重点課題４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 市民、地域、事業者が協力し合い、事業所の規模や業種に関わらず、全ての人々が

仕事と生活の調和の取れた、いきいきと暮らすことができる社会を目指し、ワーク・

ライフ・バランスを推進します。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ン ス の 普

及・啓発 

【22】 仕事と生活の調和に関する意識啓発 

  セミナーの開催や情報提供に努め、企業や個人事業所等に

おける仕事と生活の調和についての意識啓発を図ります。 

 

男女平等・共同参画課 

商業雇用課 

【23】 中小事業者への一般事業主行動計画策定の呼びかけ 

  女性活躍推進法で努力義務とされている、従業員 100 人以

下の企業の一般事業主行動計画について、周知啓発に努め、

計画の策定を促します。 

 

男女平等・共同参画課 

商業雇用課 

 【24】 ワーク・ライフ・バランス推進事業所の認定 

  ワーク・ライフ・バランスの取り組みを進める企業を「ワ

ーク・ライフ・バランス推進事業所」として認定します。 

  認定された事業所の事例紹介、啓発セミナーの開催などの

機会を設け、市と事業所の連携により他事業所への啓発を図

ります。また、入札制度におけるワーク・ライフ・バランス

推進事業所の認定に関する評価項目を設けることで、事業者

が積極的に取り組むよう働きかけます。 

 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ ワーク・ライフ・バランス

推進事業所認定数 
35 事業所 

新規認定累計 

30 事業所 

. 

男女平等・共同参画課 

管財契約課 
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【25】 市における職場での女性活躍の推進 

  高岡市職員女性活躍推進プログラムに基づき、女性職員の

活躍を推進するための取り組みを行います。 

  ア 男性の子育て参加の促進 

  イ 超過勤務時間の縮減 

  ウ 年次休暇の取得促進 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 市男性職員の育児休業等取得率 31.6％ 40％以上 

■ 市の職員１人当たりの年次有給

休暇取得日数 
10.5 日 10 日以上 

 

参考指標 基準数値 

□ 年間超過勤務時間が 360 時間以上

の市職員数 
85 人 

人事課 

(2) 

子育て・介

護支援の整

備・充実 

【26】 教育・保育の一体的提供の推進とサービスの充実 

  保育園等における保育サービスの充実を図ります。 

  ア 認定こども園への移行推進 

     就学前の教育・保育を一体的に考え、保護者の就労

状況に関わらず教育・保育を一体的に提供する認定こ

ども園への移行を推進します。 

  イ 多様な保育サービスの充実 

     保護者が必要とする保育ニーズに応えることがで

きるよう、多様な保育サービスを更に充実させます。 

  ・病児保育事業 

  ・休日一時預かり事業 

  ウ 放課後児童クラブの充実 

     児童数が増えている校区など、利用ニーズが増加し

ている校区を中心に利用者の増加が見込まれること

から、小学校の余裕教室等の活用を検討するなどしな

がら、放課後児童クラブ室の整備を計画的に進めてい

きます。（整備期間：２年度～６年度） 
 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 病児・病後児対応型実施施設数 ５施設 ６施設 

■ 子育て支援センターの施設数 ３施設 ３施設 

. 

子ども・子育て課 
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【27】 地域住民の参加・協力による児童の健全育成活動の実施 

  地域住民の参加・協力により、ファミリーサポートセンタ

ーを運営するとともに放課後児童育成クラブ、放課後子ども

教室、土曜学習などにより児童の健全育成活動の充実を図り

ます。 

  ア ファミリー・サポート・センターの運営 

  イ 放課後児童育成クラブの実施 

  ウ 放課後子ども教室、土曜学習の開設・運営 

 

成果指標 基準数値 目標数値 

■放課後児童育成クラブの受

入れ児童数 
1,290 人 1,630 人 

子ども・子育て課 

生涯学習・スポーツ課 

 

 

 【28】 育児不安及び児童・青少年問題への相談対応 

  乳幼児の保護者（家族）の様々な不安や悩みを聞くととも

に、子育て支援に関する情報提供等を行うため、生後３か月

までの乳児のいる家庭を保健師が訪問します。 

  ア 生後３か月までの乳児の家庭訪問の実施 

  イ 育児相談の実施 

  ウ 家庭児童相談の実施 

  エ 青少年の悩み事相談の実施 

  オ カウンセリング指導員（教員）の配置 

  カ スクールカウンセラー（臨床心理士等）の配置 

  キ スクールソーシャルワーカー（社会福祉士等）の配置 

ク 子どもと親の相談員の配置 

  ケ 心の教室相談員の配置 

参考指標 基準数値 

□ カウンセリング指導員配置校 ５校 

(R3.4) 

□ スクールカウンセラー配置校 36 校 

(R3.4) 

□ スクールソーシャルワーカー配置校 36 校 

(R3.4) 

□ 子どもと親の相談員配置校 １校 

(R3.4) 

□ 心の教室相談員の人数 ４人 

(R3.4) 

. 

健康増進課 

子ども・子育て課 

学校教育課 

教育センター 

 【29】 講座開催時の託児実施 

  男女平等推進センターが講座を開催する際に、乳幼児を対

象とした託児を実施します。 

男女平等・共同参画課 
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 【30】 市職員における仕事と子育ての両立支援 

  市職員子育て支援プログラムに基づき、市職員の子育てと

仕事の両立支援の取り組みを行います。 

  ア 男性の子育て参加の促進 

  イ 超過勤務時間の縮減 

  ウ 年次休暇の取得促進 
 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 市男性職員の育児休業等取

得率（再掲） 
31.6％ 40％以上 

■ 市の職員１人当たりの年次

有給休暇取得日数(再掲) 
10.5 日 10 日以上 

. 

参考指標 基準数値 

□ 年間超過勤務時間が 360 時

間以上の市職員数(再掲) 
85 人 

. 

人事課 

 【31】 高齢者、障がい者の在宅介護サービス等の整備・充実 

  高齢者や障がい者の訪問介護や訪問入浴等、自宅での家

事・介護等の支援サービスの充実に努めます。また、一人暮

らし高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して生活す

ることができるよう、地域での見守り・声かけを通して、お

互いに助け合い支え合える地域づくり取り組むとともに、相

談窓口体制の充実を図ります。 

  ア ミドルステイの実施 

  イ 軽度生活援助サービス（軽作業の支援）の実施 

  ウ 障害者相談員の配置 

  エ 訪問入浴の実施 
 

高齢介護課 

社会福祉課 

 【32】 介護予防事業の実施 

  高齢者の自立と生活機能の向上のため、要介護高齢者のい

る家族が、介護の方法や予防等の知識・技術を学ぶ介護予防

教室など介護予防事業を実施します。 

  ア 高齢者健康づくり教室の開催 

  イ 通所型介護予防事業の実施 

  ウ 住民主体の介護予防活動の推進 
 

高齢介護課 
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重点課題５ 働く場における女性の活躍支援 

 女性が生涯を通じて経済的に自立しその能力と個性を十分に発揮できる、暮らしや

すい社会が実現できるよう、結婚、出産、育児など様々な理由で離職し再就職を希望

する女性や、さらなるキャリアアップを目指す女性に対する支援に取り組みます。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

新規採用・起

業・再就職の

支援 

【33】 女性の就労に関する情報提供 

  結婚、出産、育児等で離職した女性の再就職支援、就労に

有効な資格取得などに関する情報の収集・提供に努めるとと

もに、個人の資格やスキル等を活かせるよう「女性人材バン

ク」の機能の充実と活用を図ります。 

 

男女平等・共同参画課 

商業雇用課 

【34】 起業者等への支援 

  起業者や農業従事者への支援を行います。 

  ア 創業資金の融資あっ旋の実施 

  イ 創業者への補助の実施 

  ウ 商店街等での開業支援 

  エ 女性農業者への支援 

 

産業企画課 

商業雇用課 

農業水産課 

 【35】 企業への啓発活動 

  企業等に対し、男女が職場において性別による差別を受け

ることがないよう労働に関する各種制度の周知を図ります。 

 

男女平等・共同参画課 

商業雇用課 

(2) 

女性の能力

開発・育成の

促進 

【36】 事業者への女性活躍推進に関する意識啓発 

  セミナーの開催や情報提供の充実に努め、企業、個人事業

所等における女性活躍推進を図ります。 

  ア 女性活躍推進に関するセミナーの開催 

  イ 男女平等推進センターにおける企画講座・展示の実施 

 

商業雇用課 

男女平等・共同参画課 

 

 【37】 市職員の専門・実務研修等の実施 

  市職員の専門・実務研修や事務の分掌は、性別にこだわら

ず行い、人材の育成に努めます。 

 

人事課 
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 【38】 女性の能力開発に関する講座の開催 

  企業や関係機関と連携し、女性の能力開発に関する講座の

開催や情報提供に努めます。 

 

男女平等・共同参画課 

商業雇用課 

(3) 

雇用の場に 

おける男女

平等の視点

の促進 

【39】 男女の雇用機会の均等などに関する意識啓発 

  庁内の関係課が連携し、セミナーの開催や情報提供の充実 

に努め、企業や個人事業所等における男女の雇用機会の均

等や、女性の能力開発などについて意識啓発を図ります。 

  ア 男女の雇用機会の均等などに関するセミナーの開催 

  イ 男女平等推進センターにおける企画講座・展示の実施 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 関係機関との連携による男

女の雇用機会の均等などに

関するセミナー等の開催 

４回 
新規開催累計 

１０回 

商業雇用課 

男女平等・共同参画課 

 【40】 家族経営協定の締結の促進 

  農家における家族労働者の労働時間や報酬、休日について

取り決める家族経営協定について情報提供を行うなどして、

締結を促進します。 

 

農業水産課 

 【41】 労働相談及び弁護士相談の実施 

  労働相談や弁護士相談の開催の周知に努めます。 

 

商業雇用課 

 【42】 適切な職員採用・配置及び就業環境についての配慮 

  性別にとらわれず、市職員（非常勤職員等を含む）の採用

や配置を行うとともに、働きやすい就業環境について配慮し

ます。 

 

参考指標 基準数値 

□ 市保育職における男性職員数 ７人 

□ 市看護職における男性職員人数 ３２人 

□ 市土木・建築等技術職における女

性職員人数 
１５人 

． 

人事課 
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重点課題６ 家庭・地域活動における男女の相互協力の推進 

 男女共同参画社会の形成には、家族を構成する男女が協力しあい子育てや介護等に

あたることが必要です。働き方を見直し、家庭・地域活動へ参加できる環境づくりに

取り組みます。 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

男性の家事・

育児・介護等

への参加促

進 

 

 

 

 

 

 

【43】  粋メンプロジェクト等の推進 

  子育て世代からプラチナ世代（中高年以上）までの幅広い

世代の男性を対象に、家事、育児、介護及び仕事と生活の調

和等をテーマとした、技術や知識が身につく講座やイベント

を開催し、男性の家事・育児・介護等への参加を促します。 

  ア 粋メンプロジェクト事業の実施 

  イ 男性の育児への知識と意識を高める育児講座の開催 

 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 粋メンプロジェクトの実施

事業数 
６事業 

新規事業累計 

１０事業 

 

参考指標 基準数値 

□ パパとママの育児講座への夫婦で

の参加率 
100% 

□ 夫は家事や育児に協力してくれて

いると思う妻の割合 
90.6% 

 

男女平等・共同参画課 

健康増進課 

 【44】 ボランティア養成・情報発信支援 

  ボランティアの養成・育成講座を開催するとともに、ボラ

ンティア情報の発信を支援します。 

社会福祉課 

 【45】 男性の子育て目的の休暇等の取得促進・啓発活動 

  父親も母親も子育てに参加できる機会を確保できるよう、

特に男性の子育て目的の休暇等の取得が促進されるよう普

及啓発活動に努めます。また、市職員についても、イクボス

宣言などの取り組みを通じて子育てを応援する職場環境づ

くりに努めます。 

 

人事課 

男女平等・共同参画課 
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基本目標Ⅲ 個人が尊重され、能力が発揮できる環境づくり 

重点課題７ あらゆる人に対する人権の尊重 

 男女平等・共同参画社会の実現には、男女が互いに思いやりを持ち、助け合い、互

いに人権を尊重する意識を高めることが必要です。あらゆるライフステージにおいて、

多様な学習機会を提供し、人権尊重意識の醸成に取り組みます。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

人権尊重を

進める教育･

学習の推進 

 

【46】高岡市立学校における人権教育・福祉活動の推進 

  高岡市立学校において、人権教育を推進します。また、児

童の友愛訪問活動や地域福祉活動への参加・協力の促進を支

援します。 

  ア ジュニア福祉活動員の育成 

  イ ジュニア福祉活動校の指定 

 

学校教育課 

社会福祉課（地区社会

福祉協議会） 

 【47】 人権尊重にかかる研修・学習に対する配慮 

  保育士及び高岡市立学校の教諭の人権尊重意識の向上を

図る研修会への参加に配慮します。 

  また、介護保険サービス事業者に対し、人権尊重意識の向

上を図る研修や学習の必要性について、理解と周知を図りま

す。 

 

子ども・子育て課 

学校教育課 

高齢介護課 

 【48】 市民等への人権尊重意識の啓発 

  市民等を対象とした人権に関する講演会・講座等を開催す

るとともに、チラシ等を配布し、人権尊重意識の啓発に努め

ます。 

共創まちづくり課 

 【49】 多様な性・生き方に対する理解の浸透 

  性の多様なあり方を認識し、性的少数者（セクシュアル・

マイノリティ）に対する理解を進めるための啓発を図りま

す。 

パートナーシップ制度の先行事例を研究し導入について

検討します。 

 

共創まちづくり課 

男女平等・共同参画課 
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(2) 

人権擁護体

制の推進 

【50】 人権教育推進事業協力者会議及び人権擁護連絡会議の

開催 

  人権教育推進事業協力者会議及び人権擁護連絡会議を開

催し、庁内及び関係機関との連携の強化を図ります。 

共創まちづくり課 

 【51】 人権にかかる市民相談及び弁護士による法律相談の実

施 

  市役所や男女平等推進センターにおいて、人権にかかる市

民相談や弁護士による法律相談を実施します。 

共創まちづくり課 

男女平等・共同参画課 

 【52】 男女平等問題処理委員会の設置・運営 

  男女平等問題処理委員会を設置し、人権侵害にかかる苦情

の申し出を公平に処理します。 

男女平等・共同参画課 

(3) 

困難な状況

にある人に

対する支援

の整備・充実 

【53】 ひとり親家庭への助成等 

  ひとり親家庭の経済的な負担を軽減するため、各種資金の

貸付や助成を行います。また、精神的な負担を軽減するため、

ひとり親家庭への相談体制の充実に努めます。 

  ア 福祉資金等貸付事業 

  イ 医療費助成事業 

  ウ 女性相談事業 

  エ 児童扶養手当の支給 

  オ 母子・父子家庭自立支援給付金の支給 

子ども・子育て課 

 【54】 高齢者、障がい者の生活環境の整備・充実 

  高齢者の介護保険施設を整備し、施設サービス及び地域密

着型サービスの充実を図ります。また、高齢者、障がい者が

生活しやすい住宅改善・整備費の助成を行います。 

  ア 介護保険施設の整備 

  イ 住宅改善費助成 

 

高齢介護課 

社会福祉課 

 【55】 高齢者の生きがいと社会参加の促進 

  高齢者の生きがいと社会参加を促進する事業の実施や支

援に努めます。 

  ア シルバー人材センター運営支援の実施 

  イ 老人クラブ活動支援の実施 

高齢介護課 
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 【56】 障がい者の就労支援及びスポーツ・レクリエーション・

文化活動等社会参加支援 

  障がい者が、自立した生活を営むことができるよう、情報

提供等や就労支援に努めるとともに、スポーツ・レクリエー

ション・文化活動等、社会参加を支援します。 

  ア 障がい福祉サービスに関する情報提供 

  イ 障がい者の社会参加（スポーツ・レクリエーション・

文化活動等）支援 

  ウ 農福連携など多分野に渡る就労形態の就労支援 

 

社会福祉課 

 【57】 複合的に困難な状況に置かれた人への理解の促進 

  高齢者や障がい者、外国籍市民であること等による問題に

加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれて

いる場合について、庁内の関係部署の連携により総合的な支

援ができるよう取り組みます。 

全課 

男女平等・共同参画課 

 

重点課題８ あらゆる暴力的行為や虐待等の根絶 

 本市では平成 24 年に「高岡市ＤＶ対策基本計画」を策定し、ＤＶに対する防止・

被害者対応の強化に取り組んでいます。また、児童・高齢者の虐待に対しても「高岡

市子ども・子育て支援事業計画」「高岡市高齢者保健福祉計画・高岡市介護保険事業計

画」のもと取り組みを進めています。ＤＶをはじめとした暴力的行為や児童・高齢者

への虐待行為は、犯罪にあたる行為を含む重大な人権侵害であるとの認識に立ち、今

後も社会全体の問題としてＤＶや虐待の根絶に取り組みます。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

配偶者等か

らの暴力の

防止 

【58】 高岡市ＤＶ対策基本計画に基づく施策の推進 

  高岡市ＤＶ対策基本計画に基づき、ＤＶの防止及び被害者

の保護に関する取り組みを行います。 

 

男女平等・共同参画課 

 【59】 高岡市ＤＶ対策基本計画の進行管理及び進捗状況の公

表 

  高岡市ＤＶ対策基本計画の推進状況の進行管理を行うと

ともに、毎年度、実績をホームページ等で公表します。 

 

男女平等・共同参画課 
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(2) 

虐待や迷惑

行為の防止 

 

 

 

 

 

【60】 児童・高齢者・障がい者虐待の相談の実施及び庁内連

携  

  市役所等において、児童・高齢者・障がい者虐待の相談を

実施するとともに、庁内外の関係部署が連携し、より一層の

予防啓発と被害者支援に努めます。 

  ア 児童虐待相談の実施 

  イ 高齢者虐待相談の実施 

  ウ 障がい者虐待相談の実施 

  エ 要保護児童対策地域協議会、実務者会議及び個別ケー

ス検討会議の開催 

オ 高齢者虐待防止ネットワーク会議及び地域ケア会議

の開催 

  カ 虐待防止・差別解消推進会議の開催 

子ども・子育て課 

高齢介護課 

社会福祉課 

 【61】 市役所におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に

関する啓発及び相談対応 

   職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に関す

る基本方針により、市職員に対し啓発するとともに、職員

からの相談に対応します。 

人事課 

 

 

重点課題９ 国際化社会における理解と交流 

 言葉や文化、習慣が異なる様々な人が同じ地域の一員として、ともに安心して生活

し、ともに住みよいまちづくりを考えていくことが必要です。 

すべての市民がそれぞれの文化を尊重し、相互理解と相互協力を図ることにより、

外国籍市民をはじめ誰もが快適で安心して暮らせる地域社会を構築する取り組みを

進めます。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

外国籍市民

との共生 

【62】 英語等活動講師及び外国語指導助手の配置 

  高岡市立学校に英語等活動講師や外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）を配置します。また、市内在住の外国籍児童・生徒に対

して日本語指導及び生活適応指導を行います。 

  ア 英語等活動講師の配置 

学校教育課 
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   イ 外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置 

  ウ 市内在住外国籍児童・生徒に対する日本語指導及び生

活適応指導の実施 

 

 

 【63】 外国語版ホームページの掲載、外国籍市民の生活相談

の実施及び情報提供の充実 

  外国語版ホームページを掲載するなど、各種生活情報や観

光情報が得やすい環境づくりに努めます。 

  市民病院において、外国人の患者に対応するため、通訳を

配置するとともに、外国語を表記した問診票を使用するな

ど、日本語を母語としない人が利用しやすい環境を整えま

す。 

 

多文化共生室 

広報広聴室 

市民病院 

観光交流課 

健康増進課 

 【64】 外国籍市民との交流イベントの開催及び外国語通訳等

ボランティアの充実 

  外国籍市民との交流を目的とした国際交流フェスタの開

催とともに、外国語の通訳等のボランティアの充実に努めま

す。 

ア 国際交流フェスタの開催 

  イ ボランティアの登録 

 

多文化共生室 

(2) 

国際的な女

性問題等へ

の理解と国

際交流の推

進 

【65】 国際的な女性問題等への理解促進 

  男女平等・共同参画の推進に関する国際的な理解を深める

ため、男女平等推進センターや多文化共生室で情報の収集・

提供に努めます。 

男女平等・共同参画課 

多文化共生室 

【66】 姉妹・友好都市及び交流都市との交流 

  姉妹・友好都市などとの親善交流等を実施します。また、

交流都市などとの交流活動を促進します。 

  ア 姉妹都市・友好都市（ブラジル・ミランドポリス市、

アメリカ・フォートウェーン市、中国・錦州市）などと

の親善交流等の実施 

  イ 交流都市（イギリス・ベバリー町、中国・遼陽市）な

どとの交流活動の促進 

多文化共生室 
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重点課題１０ 男女の生涯を通じた健康支援 

 心身の健康は、人間にとってあらゆる活動の根幹に関わる重要な要素です。 

 男女が自分のからだについて正確な情報と知識を持ち、お互いの健康について理解

しあい、相手に対する思いやりを持って、生涯にわたって心身の健康な状態を保つこ

とができる社会を目指します。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

健康管理・保

持増進のた

めの支援 

【67】 特定健康診査及び特定保健指導の実施 

  特定健康診査を実施し、計画的な保健指導等を行います。 

健康増進課 

保険年金課 

【68】 がん検診の実施 

  がん検診を実施し、がんの早期発見、早期治療に結びつける

ことにより、がんによる死亡の減少に努めます。 

 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 子宮がん検診の受診率 27.6% 50%  

■ 乳がん検診の受診率 28.6% 50%  

  

健康増進課 

 【69】がん診療地域連携拠点病院としての取り組みの実施 

  包括的がん医療センターを設置し、がん患者会への支援や患

者・家族の療養・相談支援体制の整備、外来化学療法・緩和ケ

アの充実など、がん医療の提供に努めます。 

  ア 専門的ながん医療の提供 

  イ 外来化学療法、緩和ケアの実施 

  ウ 地域におけるがん診療連携協力 

  エ がん患者に対する相談支援及び情報提供 

 

市民病院 
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 【70】 健康づくり活動への市民参加促進 

  健康づくりボランティアの活動や各種健康教育事業への市

民参加を促進します。 

  ア 各地域での健康教室や歩こう会等の開催、がん予防啓発

活動 

  イ 食生活改善や食育の推進、身体活動・運動の推進に関す

る活動 

  ウ 子育て支援活動 

  エ 各ライフステージにおける健康づくりの正しい知識の

普及 

健康増進課 

 【71】 市民の健康増進・体力向上のための場と機会の提供 

  学校体育施設の開放や地域におけるスポーツクラブの設置

など、市民の健康増進、体力向上のための場と機会の提供を行

います。 

  ア 学校体育施設（体育館・グラウンド）の課業時間外の一

般利用開放の実施 

  イ スポーツ・レクリエーション大会、スポーツ大会の開催 

  ウ 総合型スポーツクラブ設立支援 

  エ スポーツ施設の利用提供 

生涯学習・スポーツ

課 

 【72】 心身の健康に関する個別相談の実施 

  市民の心身の健康に関する個別相談を実施し、健康管理の 

支援を行います。 

  特に、自殺やうつなど心の相談については、県の心の相談セ

ンターや厚生センターとも密接な連携を図ります。 

健康増進課 

高齢介護課 

社会福祉課 

 【73】 ＨＩＶ/エイズ、薬物乱用、喫煙等に関する指導・意識啓

発 

  高岡市立学校の児童・生徒に対し、発達段階に応じてＨＩＶ

/エイズ、薬物乱用等に関する指導を行うなど啓発に努めます。

また、国や県の発行するポスターやチラシなどにより市民への

意識啓発を図ります。 

  たばこと健康に関する正しい知識の普及や喫煙者への禁煙

指導に取り組み、市民の健康支援に努めます。 

  市役所や市民病院などの公共施設における分煙・禁煙対策に

努めます。 

学校教育課 

健康増進課 

管財契約課 

人事課 

市民病院 
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 【74】 こども医療費助成の実施 

  子どもが適正な治療を受けることのできる環境づくりのた

め、こども医療費の助成を実施します。 

 

子ども・子育て課 

 【75】 発達段階に応じた性教育の実施 

  高岡市立学校の児童・生徒に対し発達段階に応じて性教育を

行い、性に関する科学的な知識、人権を尊重する態度及び行動

について学ぶ機会を確保します。 

学校教育課 

 【76】 リプロダクティブ・ヘルス/ライツの概念等に対する理解

の浸透 

  あらゆる世代の女性の性の自己管理、自己決定の尊重を図る

ため、男女平等推進センターにおいて、リプロダクティブ・ヘ

ルス/ライツ（性と生殖に関する健康と権利）の概念や男女の性

に関する情報の収集・提供に取り組みます。 

男女平等・共同参画

課 

(2) 

妊娠・出産等

に関する健

康支援 

【77】 妊娠、出産、育児について学ぶ機会の確保 

  保健センターにおいて「パパとママの育児講座」を開催し、

夫婦が安全な妊娠、出産、育児について学ぶ機会を確保します。 

参考指標 基準数値 

□ パパとママの育児講座への

夫婦での参加率（再掲） 
100% 

. 

健康増進課 

 【78】 女性を生涯にわたって診療する体制の確保 

 女性専門外来の実施など、女性を生涯にわたって診療する体

制を確保し、女性が自分の健康状態について気軽に相談できる

よう努めます。 

  ア 女性専門外来の実施 

  イ 思春期外来の実施 

  ウ 不妊外来の実施 

  エ 乳腺専門外来の実施 

  オ 助産師外来の実施 

  カ 看護専門外来の実施 

市民病院 
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 【79】 妊産婦医療費助成及び不妊治療費助成の実施 

  妊産婦の一部対象疾病に医療費の助成を行います。また、不

妊治療に要する経費の一部を助成します。 

参考指標 令和 2年度数値 

□ 妊産婦医療費助成受給者数 85 人 

□ 不妊治療費助成交付件数 361 人 

. 

子ども・子育て課 

 【80】 妊産婦・乳幼児健康支援事業の実施 

  妊産婦や乳幼児の健康を支援するため、健康診査を実施する

とともに、健康教室を開催します。 

  ア 乳幼児健康診査の実施 

  イ 母子保健相談・指導 

  ウ 妊産婦・乳児の一般・精密健康診査及び訪問指導の実施 

健康増進課 
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基本目標Ⅳ 計画の総合的な推進 

重点課題１１ プランの総合的推進 

 男女平等・共同参画の推進施策は、広く行政全般に関わるものであり、庁内各部局、

市民、事業者などそれぞれが連携をとって進めていくことが必要です。 

計画を広く周知し、男女共同参画の推進に市民意識の醸成を図るとともに、市民等

の積極的な実践活動を促進します。 

 

施策の方向 主要な事業 担当部署 

(1) 

男女平等・共

同参画の理

解・促進 

【81】 市民等との連携・協力による男女平等推進センター事

業の推進 

  講座やイベントの開催に際しては、男女平等推進センター

による企画講座のほか、市民企画講座、学習支援講座など、

市民や各団体のニーズを取り入れることとします。 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 男女平等ＥＸＰＯ高岡参加者数 
６０人 200 人 

■  男女平等・共同参画に関する講

座等の参加者数 
195 人 455 人 

. 

 

男女平等・共同参画課 

 【82】 男女平等推進センター活動登録団体数や施設利用者の

拡大 

  男女平等推進センターの活動登録団体数や施設利用者数

の拡大に努めます。 

成果指標 基準数値 目標数値 

■ 男女平等推進センターの利用者数 4,397 人 12,000 人 

■ 男女平等推進センターにおける男

性参加率 
36.0％ 40％ 

 

参考指標 基準数値 

□ センター活動登録団体数 36 団体 

. 

男女平等・共同参画課 
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 【83】 男女平等推進センター事業におけるアンケート調査の

実施 

  男女平等推進センターで実施する講座やイベントの際は

参加者へのアンケートを行うことで市民ニーズ等を把握し、

今後の事業展開の参考とします。 

 

男女平等・共同参画課 

(2) 

推進体制の

充実・強化 

【84】 プランの進行管理及び進捗状況の公表 

  プランの遂行に当たっては、ＰＤＣＡサイクルにより達成

状況を点検・評価し、その後の取り組みに反映させます。 

  プランの毎年の進捗状況はホームページ等で公表します。 

 

男女平等・共同参画課 

 【85】 男女平等推進市民委員会等の開催 

  有識者や市民・各団体の代表で構成する「高岡市男女平等

推進市民委員会」を開催し、市における男女平等・共同参画

の諸施策について意見を伺います。 

  庁内における男女平等・共同参画施策の推進の連携を図る

ため、「高岡市男女平等推進庁内連絡会議（幹事会・主任会

議）」を開催します。 

  市における男女平等・共同参画に関する普及啓発事業に関

する意見交換等の場として「高岡市男女平等推進センターネ

ットワーク会議」を開催します。 

 

男女平等・共同参画課 

 

 



 

~ 59 ~ 

 

 

 

資料 

 

    ◆ 高岡市、県、国、世界の動き 

    ◆ 高岡市男女平等推進市民委員会委員名簿 

    ◆ 高岡市男女平等推進プラン（第２次）後期事業計画策定の経過 

     

    ◇ 高岡市男女平等・共同参画都市宣言 
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 国、世界 富山県 高岡市（旧高岡市、旧福岡町） 

1945 年 

(昭和 20 年) 

〈世〉国際連合設立、国連憲章

採択 

 

  

1946 年 

(昭和 21 年) 

〈世〉国連「婦人の地位委員会」

設置 

〈国〉日本初の婦人参政権行使 

  

1947 年 

(昭和 22 年) 

〈国〉「日本国憲法」施行 ・「富山県連合婦人会」結成 

・初の女性県議会議員当選 

〈高〉「高岡市連合婦人会」結成 

1948 年 

(昭和 23 年) 

〈世〉「世界人権宣言」採択   

1957 年 

(昭和 32 年) 

〈国〉「売春防止法」施行   

1967 年 

(昭和 42 年) 

〈世〉「婦人に対する差別撤廃

宣言」採択 

  

1970 年 

(昭和 45 年) 

  〈高〉「婦人児童課」設置 

1975 年 

(昭和 50 年) 

〈世〉国際婦人年 

〈世〉「国際婦人年世界会議(第

１回世界女性会議)」開催 

  

1976 年 

(昭和 51 年) 

〈世〉「国連婦人の 10 年」開始   

1979 年 

(昭和 54 年) 

〈世〉「女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関す

る条約(女子差別撤廃条

約)」採択 

  

1980 年 

(昭和 55 年) 

 ・「青少年課」を「婦人青少年

課」に改称 

・「富山県婦人地域活動推進員

制度」開始 

 

1981 年 

(昭和 56 年) 

〈世〉「家族的責任を有する男

女労働者の機会及び待遇

の均等に関する条約(ＩＬ

Ｏ第 156 号条約）」採択 

〈世〉「女子差別撤廃条約」発

効 

・「婦人の明日をひらく富山県

行動計画」策定 

 

1982 年 

(昭和 57 年) 

  〈高〉「富山県婦人地域活動推進

員高岡連絡会」結成 

1983 年 

(昭和 58 年) 

〈国〉「ＩＬＯ第 156 号条約」

発効 

  

1985 年 

(昭和 60 年) 

〈国〉「女子差別撤廃条約」批

准 

  

1986 年 

(昭和 61 年) 

〈国〉「男女雇用機会均等法」

施行 

  

1987 年 

(昭和 62 年) 

 ・「21 世紀をめざすとやま女性

プラン」策定 

 

1989 年 

(平成元年) 

  〈高〉「高岡女性の会連絡会」結

成 

1991 年 

(平成 3年) 

  〈高〉企画室に女性担当を設置 

高岡市、県、国、世界の動き 
〈世〉…世界、〈国〉…国、〈高〉…旧高岡市、〈福〉…旧福岡町 
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 国、世界 富山県 高岡市（旧高岡市、旧福岡町） 

1992 年 

(平成 4年) 

〈国〉「育児休業法」施行 ・「新とやま女性プラン」策定  

1993 年 

(平成 5年) 

〈世〉国連「女性に対する暴力

の撤廃に関する宣言」採択 

 〈高〉「高岡市女性プラン」策定 

〈高〉「女性・国際室」設置 

〈高〉「高岡市女性プラン推進市

民委員会」及び「高岡市女

性プラン推進庁内連絡会

議」設置 

1994 年 

(平成 6年) 

〈世〉国連「国際人口開発会議

(ＩＣＰＤ)」開催 

〈国〉「男女共同参画推進本部」

及び「男女共同参画審議

会」設置 

〈国〉「男女共同参画室」設置 

 

・「婦人青少年課」を「女性青

少年課」に改称 

・「富山県婦人地域活動推進

員」を「富山県女性プラン推

進員」に改称 

〈高〉「女性行政室」設置 

1995 年 

(平成 7年) 

〈世〉「第４回世界女性会議」

開催、「北京宣言及び行動

綱領」採択 

〈国〉「ＩＬＯ第 156 号条約」

批准 

〈国〉「育児・介護休業法」施

行 

  

1996 年 

(平成 8年) 

〈国〉「男女共同参画 2000 年プ

ラン」策定 

 

・「(財)富山県女性財団」設立  

1997 年 

(平成 9年) 

 ・「とやま男女共同参画プラ

ン」策定 

・富山県女性総合センター「サ

ンフォルテ」開館 

・「富山県女性プラン推進員」

を「富山県男女共同参画推進

員」に改称 

 

〈高〉女性プラン情報誌「あり

ーて」創刊 

1998 年 

(平成 10 年) 

〈国〉「改正男女雇用機会均等

法」施行 

 

  

1999 年 

(平成 11 年) 

〈国〉「改正男女雇用機会均等

法」施行 

〈国〉「男女共同参画社会基本

法」施行 

 

 〈福〉「福岡町ヒューマンプラ

ン」策定 

2000 年 

(平成 12 年) 

〈世〉国連特別総会「女性 2000

年会議」開催 

〈国〉「ストーカー行為等の規

制等に関する法律（ストー

カー規制法）」施行 

〈国〉「男女共同参画基本計画」

閣議決定 

 

  

2001 年 

(平成 13 年) 

〈国〉「男女共同参画局」設置 

〈国〉「男女共同参画会議」設

置 

〈国〉「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関

する法律(ＤＶ防止法)」施

・「富山県男女共同参画推進条

例」施行 

・「富山県女性総合センター」

を「富山県民共生センター」

に改称 

・「富山県民男女共同参画計

〈高〉「高岡市男女平等推進プラ

ン」策定 
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行 画」策定 

 国、世界 富山県 高岡市（旧高岡市、旧福岡町） 

2002 年 

(平成 14 年) 

 ・「男女参画・ボランティア課」

を設置 

・「富山県女性相談センター」

に配偶者暴力相談支援セン

ター機能を整備 

・「男女共同参画チーフ・オフ

ィサー」設置開始 

 

 

2003 年 

(平成 15 年) 

 ・「男女共同参画推進事業所」

認証開始 

〈高〉「男女平等・国際交流課」

設置 

2004 年 

(平成 16 年) 

〈国〉「女性国家公務員の採用・

登用の拡大等」男女共同参

画推進本部決定 

〈国〉「改正ＤＶ防止法」施行 

 〈高〉「高岡市男女平等推進条

例」施行 

〈高〉「高岡市男女平等問題処理

委員会」設置 

〈高〉「高岡市男女平等推進セン

ター」開設（指定管理者制

度による運営） 

〈高〉「Ｅネット(高岡市男女平

等推進センター登録活動団

体ネットワーク)」発足 

2005 年 

(平成 17 年) 

〈国〉「男女共同参画基本計画

(第２次)」閣議決定 

 〈高〉「男女平等・共同参画課」

を設置 

〈高〉男女平等推進センターを

市直営管理に見直し 

 

・新「高岡市」誕生（高岡市・

福岡町合併） 

 

2006 年 

(平成 18 年) 

 ・「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する基

本計画（富山県ＤＶ対策基本

計画）」策定 

 

2007 年 

(平成 19 年) 

〈国〉「改正男女雇用機会均等

法」施行 

〈国〉「仕事と生活の調和(ワー

ク・ライフ・バランス)憲

章」及び「仕事と生活の調

和推進のための行動指針」

策定 

・「富山県民男女共同参画計画

（第２次）」策定 

・「女性が輝く元気企業とやま

賞」創設 

 

2008 年 

(平成 20 年) 

〈国〉「女性の参画加速プログ

ラム」策定 

〈国〉「改正ＤＶ防止法」施行 

 ・「高岡市男女平等推進プラン」

策定 

・「高岡市男女平等・共同参画都

市宣言」制定 

2009 年 

(平成 21 年) 

〈国〉「男女共同参画シンボル

マーク」決定 

 

・「富山県ＤＶ対策基本計画

（第２次）」策定 

・「高岡女性の会連絡会」解散 

2010 年 

(平成 22 年) 

〈国〉「第３次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

 

  

2011 年 

(平成 23 年) 

〈世〉「ジェンダー平等と女性

のエンパワーメントのた

めの国連機関(UN Women)」

発足 

  



  ~ 63 ~ 

 国、世界 富山県 高岡市 

2012 年 

(平成 24 年) 

 ・「富山県民男女共同参画計画

(第３次)」策定 

・「高岡市男女平等推進プラン

後期事業計画」策定 

・「高岡市ＤＶ対策基本計画」策

定 

・「高岡市男女平等推進センタ

ー」に配偶者暴力相談支援セ

ンター機能を整備 

・「高岡市ワーク・ライフ・バラ

ンス推進指針」策定 

・「高岡市ワーク・ライフ・バラ

ンス推進事業所認定制度」開

始 

2013 年 

(平成 25 年) 

〈国〉「改正ストーカー規制法」

施行 

  

2014 年 

(平成 26 年) 

〈国〉「改正ＤＶ防止法」施行 

〈国〉「輝く女性応援会議」開

催 

〈国〉「すべての女性が輝く社

会づくり本部」設置及び

「すべての女性が輝く政

策パッケージ」決定 

〈国〉「すべての女性が輝く社

会づくり推進室」発足 

 

・「男女参画・ボランティア課」

を「男女参画・県民協働課」

に改称 

 

2015 年 

(平成 27 年) 

〈世〉国連持続可能な開発サミ

ット「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）」採択 

〈国〉「第４次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2015」決定 

〈国〉「女性活躍推進法」施行 

〈国〉「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する基

本方針」策定 

 

・「富山県女性の活躍推進連携

協議会」設置 

・「ファザーリング全国フォー

ラム in とやま」開催 

 

2016 年 

(平成 28 年) 

〈国〉「女性の活躍推進に向け

た公共調達及び補助金の

活用に関する取組指針」決

定 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2016」決定 

・「富山県ＤＶ対策基本計画

(第３次)」策定 

・「高岡市職員女性活躍推進プ

ログラム」策定 

・「高岡市イクボス宣言」実施 

2017 年 

(平成 29 年) 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2017」決定  

〈国〉「働き方改革実行計画」

策定 

 

・「男女参画・県民協働課」、「地

方創生推進室」、「労働雇用

課」を再編し「少子化対策・

県民活躍課」を設置 

・「高岡市男女平等推進プラン

(第２次)」策定 

・「高岡市ＤＶ対策基本計画(第

２次)」策定 

2018 年 

(平成 30 年) 

〈国〉「政治分野における男女

共同参画の推進に関する

法律」施行  

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2018」決定 

 

・「富山県民男女共同参画計画 

（第４次）」策定 

 

 国、世界 富山県 高岡市 
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2019 年 

(平成 31 年・

令和元年) 

〈国〉「働き方改革関連法」施

行 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2019」決定 

 

  

2020 年 

(令和２年) 

〈世〉第 64 回国連女性の地位

委員会開催 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2020」決定  

〈国〉「第５次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

〈国〉「改正女性活躍推進法」

施行  

〈国〉「性犯罪・性暴力対策の

強化の方針」決定 

〈国〉「改正ＤＶ防止法」施行 

〈国〉「災害対応力を強化する

女性の視点～男女共同参

画の視点からの防災・復興

ガイドライン～」策定 

 

  

2021 年 

(令和３年) 

〈国〉「女性活躍加速のための

重点方針 2021」決定 

〈国〉「改正政治分野における

男女共同参画の推進に関

する法律」施行 

 

・「働き方改革・女性活躍推進

室」を設置 

・「富山県ＤＶ対策基本計画

(第４次)」策定 

 

2022 年 

(令和４年) 

〈国〉「改正育児・介護休業法」

施行 

 

 ・「高岡市男女平等推進プラン

(第２次)後期事業計画」策定 

・「高岡市ＤＶ対策基本計画(第

３次)」策定 
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任期：令和２年 2月 28 日～令和４年 2月 27 日 

（五十音順、敬称略） 

 氏名 団体名・所属名 策定部会 

会 長 大工原 ちなみ 富山大学  

副会長 大坂 昭輔 高岡市連合自治会  

委 員 

青木 美保子 Ｅネット  

荒木 茂子 高岡市農業協同組合  

石王丸敦司（R2.4～） 

吉田 明美（～R2.3） 
富山県男女共同参画推進員高岡連絡会 ○ 

上田 真也（R4.1～） 

大坪 洋輔（R3.1～R3.12） 

花田 将司（～R2.12） 

高岡青年会議所  

大平 泰子 富山国際大学  

金作 大輔（R3.11～） 

長谷川章悟（R2.11～R3.11） 

折戸 俊明（～R2.11） 

連合富山高岡地域協議会 〇 

川渕 郁子（R3.1～） 

小泉 弘子（～R3.1） 
地域女性ネット高岡 ○ 副部会長 

北嶋 秀也 高岡人権擁護委員協議会高岡地区委員会  

杉本 一 高岡市ＰＴＡ連絡協議会  

塚田 高史 公募委員  

鳥内 禎久（R3.4～） 

中村 一成（R2.4～R3.3） 

堀 勉（～R2.3） 

高岡市小学校長会  

野口 教子 高岡法科大学 ○ 部会長 

埜田 悦子 公募委員  

沙魚川 万紀子 高岡ＤＶ被害者自立支援基金パサパ  

松嶋 浩二 高岡商工会議所 〇 

吉川 重治 高岡市社会福祉協議会  

 ※ 策定部会委員は、男女平等推進プラン素案作成のため市民委員から会長が指名

高岡市男女平等推進市民委員会委員名簿 
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年月日 内容 

令和３年５月28日  男女平等推進庁内連絡会議（第１回） 

 ・計画の策定について 

６月３日  男女平等推進市民委員会（第１回） 

 ・計画の策定について 

 ・男女平等推進プラン及びＤＶ対策基本計画の策定を諮問 

 ・専門部会メンバーを会長が指名 

7月29日  

～８月20日  

高岡市男女平等・共同参画に関する意識・実態調査を実施 

 

11月12日  男女平等推進プラン専門部会（第１回） 

 ・部会長、副部会長の選任 

 ・計画案について 

11月22日  男女平等推進庁内連絡会議（第２回） 

 ・計画案について 

12月２日  男女平等推進市民委員会（第２回） 

 ・中間報告案について 

12月６日  

～令和４年１月６日  

中間報告案の公表、市民の意見を募集 

〔意見応募件数30件〕 

令和４年２月２日  男女平等推進プラン専門部会（第２回） 

 ・中間報告案に対する意見募集結果及び対応案について 

 ・最終答申案について 

    ２月17日  男女平等推進庁内連絡会議（第３回）書面開催 

 ・中間報告案に対する意見募集結果及び対応案について 

 ・最終答申案について 

２月17日  男女平等推進市民委員会（第３回）書面開催 

 ・中間報告案に対する意見募集結果及び対応案について 

 ・最終答申案について 

２月21日  委員会より「高岡市男女平等推進プラン（第２次）後期事業計画」を市長へ答申 

高岡市男女平等推進プラン（第２次）後期事業計画 策定の経過 
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わたしたちは 

いつでも どこでも だれでもが 

互いに認めあい 支えあい 

思いやり あふれる 高岡を 

 

一人ひとりが個性をいかし 

共につくり 喜びも責任も分かちあう 

ひと まち 輝く 高岡を 

みんなの力で築きます 
 
 
 

ここに「男女平等・共同参画都市」を宣言します 

 

 

１ わたしたちは、互いに人権を尊重し、心豊かに 

 いきいきと生活できるまちをめざします。 

 

１ わたしたちは、社会のあらゆる分野へ対等に参画し、 

 活躍できるまちをめざします。 

 

１ わたしたちは、共に助けあい、家庭生活や仕事、 

 地域活動等が両立できるまちをめざします。 

 

平成 20年９月２５日 

高 岡 市 
 

高岡市男女平等・共同参画都市宣言 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高岡市 市民生活部 男女平等・共同参画課 

〒933-0023 高岡市末広町 1－7 ウイング・ウイング高岡 6階 

 TEL 0766-20-1812  FAX 0766-20-1815 

メールアドレス gender@city.takaoka.lg.jp 

ホームページ   http://www.city.takaoka.toyama.jp/kurashi/kyodosankaku/index.html 

 



 

  



 

  


